
※事業は各項目ごとに建制順に掲載

※【補正】は臨時会(2/10）提案分

Ⅰ　新型コロナ対策
(単位：千円)

新 (総合交通政策室) 1,197,605

事業内容

財　　源

(総合交通政策室) 13,333

事業内容

財　　源

拡 (広報課) 50,000

事業内容

財　　源

新 (厚生企画課) 1,000

事業内容

財　　源

拡 (厚生企画課) 1,560,000

事業内容

財　　源

非接触型ＩＣカード導入支援事業

　万葉線の非接触型ＩＣカード導入準備を支援

①対象事業費の1/3を補助
②非接触型ＩＣカード導入前に必要な電源設備の更新

地方創生臨時交付金（国10/10）

生活福祉資金貸付事業【補正】

　新型コロナの影響を受けた収入減少世帯への特例貸付の申請期間延長（12月
末→3月末）等に伴い、必要な貸付原資を県社会福祉協議会に追加交付

①感染拡大防止や県民向け支援等の情報をTV・ラジオ・新聞
で発信、②県民や事業者等の取組み事例を特設HP等で発信

地方創生臨時交付金（国10/10）

新型コロナに係る公共交通支援事業【一部補正】

　新型コロナウイルス感染症の影響を受けている公共交通事業者に対して、運
行協力や感染防止、車両維持に係る経費を支援

①減便を控えた運行維持のための運行経費、感染防止費用を
補助
②事業継続のための車両維持費を補助

地方創生臨時交付金（国10/10）

　「新しい生活様式」の県民啓発を行うとともに、新型コロナに対応するため
の各種施策、事業者等の前向きな取り組み事例等の情報を発信

「新しい生活様式」等広報事業【補正】

介護職員のための新型コロナ感染症予防対策研修

生活困窮者就職準備支援事業費等補助金（国10/10）

　介護職員を対象とした新型コロナ感染症予防対策研修を開催

講義及び実技の感染症予防対策研修を実施（定員各40人×３
回）

地域医療介護総合確保基金（10/10　※国2/3）

個人向けに緊急小口資金・総合支援資金を県社会福祉協議会
が貸付け（最大貸付額を140万円から200万円に増加、返済免
除制度あり）

主　要　事　業　一　覧



新 (厚生企画課) 75,000

事業内容

財　　源

新 (厚生企画課) 220,000

事業内容

財　　源

新 (高齢福祉課) 130,000

事業内容

財　　源

新 (高齢福祉課) 129,000

事業内容

財　　源

新 (子ども支援課) 114,386

事業内容

財　　源

新 (子ども支援課) 274,571

事業内容

財　　源

飲食店への時短要請に伴う県内事業者への支援【補正】

　酒類の提供を行う飲食店への時短要請により直接的に影響を受けた事業者
（酒類小売業などの取引事業者、運転代行業）に対し、給付金を支給

給付要件:本年１月の売上が前年同月比で50％以上減少 など
給 付 額:１事業者あたり20万円

地方創生臨時交付金（国10/10）

　新型コロナ対策として、生活空間等の区分けを行うゾーニングや２方向から
出入りできる家族面会室の整備等を支援

感染症防止ためのゾーニング環境等の整備に対し定額補助
（例：ユニット型施設のゾーニング１箇所当たり100万円）

地域医療介護総合確保基金（10/10　※国2/3）

厚生センターの新型コロナ対応における体制強化

専任相談員及び濃厚接触者の健康観察や医療機関との調整等
を行う保健師等の増員

緊急包括支援交付金（国10/10）等

介護施設等における感染症対策の支援

　介護施設等での感染症対策に要する経費を支援

①多床室の個室化改修費等を定額補助（978千円/1定員）
②サービス継続のかかり増し経費を定額補助

　各厚生センターに専任職員・保健師等を配置し、新型コロナの対応にあたる
体制を強化

地域医療介護総合確保基金（10/10　※国2/3）

高齢者施設の感染拡大防止のためのゾーニング環境等整備事業【補正】

児童福祉施設等感染防止対策事業

　児童福祉施設等の感染防止対策への支援

①児童福祉施設や放課後児童クラブ等の感染症対策への定額
補助（一部市町村を経由した間接補助）
②保護者が感染した児童の児童相談所での一時保護体制強化

児童虐待・DV対策等総合支援事業費国庫補助金（国10/10）等

とやまっ子インフルエンザ予防接種助成事業

　新型コロナとの同時流行を抑制し、医療機関の負担軽減と子育て世帯の経済
的・精神的負担軽減のため、インフルエンザ予防接種費用を助成

未就学児を対象にインフルエンザ予防接種費用を助成（１回
上限3,000円（１人２回まで））

地方創生臨時交付金（国10/10）

し



新 (障害福祉課) 10,000

事業内容

財　　源

新 (医務課) 18,000

事業内容

財　　源

新 (医務課) 14,256

事業内容

財　　源

新
(医務課)
(健康課) 374,665

事業内容

財　　源

新 (健康課) 6,858,000

事業内容

財　　源

新 (健康課) 89,000

事業内容

財　　源

障害者総合支援事業費補助金（国2/3）

クラスター等発生時の対策チーム緊急派遣事業

　クラスター発生時に医療従事者等からなる緊急支援チームを派遣

①感染拡大防止のための対策チームを派遣
②医療実施のための医療支援チームを派遣

緊急包括支援交付金（国10/10）

新型コロナ感染症患者等の入院病床の確保

　入院患者受入体制を整備するため、県の要請等に基づき病床を確保する医療
機関に対し、入院病床確保に伴う費用を支援

入院病床確保に伴う空床費用及び休止病床費用を補助
（補助率：10/10、補助単価：16千円～436千円/床・日）

緊急包括支援交付金（国10/10）

新型コロナ感染症患者受入医療機関等における設備整備支援事業

　新型コロナ感染症患者受入医療機関等において必要となる設備整備を支援

新型コロナ患者の受入れ等の際に必要な入院・外来設備、高
度医療設備、検査機器等の整備費を補助（補助率：10/10）

緊急包括支援交付金（国10/10）

新型コロナ感染症患者受入医療機関等における陰圧化施設整備支援事業

医療従事者の宿泊費支援事業

　治療等にあたる医療従事者のための宿泊施設を確保する医療機関を支援

保健衛生施設等施設・設備整備費国庫補助金（国1/2）等

障害福祉サービス継続支援事業

　新型コロナ発生施設等における通常のサービス提供時では想定されない、か
かり増し経費等を支援

サービス継続のかかり増し経費を定額補助

①感染症指定医療機関など22病院へ支援
②宿泊費の1/2を補助（補助基準額6,000円／人・室日）

　新型コロナ感染症患者受入医療機関等において患者受入れのために必要とな
る陰圧化や個室化等の施設整備を支援

病棟・病床の陰圧化・個室化に要する施設整備費用を補助
（補助率：1/2）

緊急包括支援交付金（国10/10）



新 (健康課) 76,048

事業内容

財　　源

新 (健康課) 558,000

事業内容

財　　源

新 (健康課) 11,000

事業内容

財　　源

新 (健康課) 60,000

事業内容

財　　源

新 (健康課) 6,000

事業内容

財　　源

新 (健康課) 1,000

事業内容

財　　源

診療・検査医療機関向け休業補償支援及び労災保険上乗せ支援事業

　診療・検査医療機関に対し、職員の新型コロナウイルス感染による休業に伴
う費用や労災保険上乗せ給付のための民間保険加入を支援

①休業支援（対象経費：人件費・賃料等　１医療機関あたり
上限2,212千円）
②労災保険上乗せ（医療資格者以外の職員上限1千円/人年）

新型コロナウイルス感染症対策応援基金（10/10）

①市町村等との調整
②専門的な相談等受付体制の確保

　新型コロナの外国人患者を受け入れる医療機関における受入体制整備を支援

①多言語看板等の設備整備(補助率：10/10、上限1,512千円)
②通訳などの対応経費(補助率：10/10、上限10,000千円)

SNS（LINE)及び電話による相談窓口の設置
対応時間：18時～21時（平日・土日祝）

緊急包括支援交付金（国10/10）

新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業【一部補正】

　新型コロナウイルスワクチンが実用化された場合に迅速かつ適切に接種を開
始することができるよう、体制を確保

①医師等の感染症専門家による福祉施設等への指導・助言
②情報共有や技術的支援を行う検討会の開催

　新型コロナウイルス感染症や、このことに関する仕事や生活の不安などに応
じるため、SNS等による相談窓口を設置

緊急包括支援交付金（国10/10）

新型コロナウイルス感染症LINE等相談窓口設置事業

緊急包括支援交付金（国10/10）

感染症対策専門家派遣等事業

　福祉施設等での感染症発生防止のため、専門家を派遣し、指導・助言を実施

新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金(国10/10)

軽症者等宿泊療養施設の確保・運営

新型コロナ外国人患者受入れ医療機関の体制確保支援事業

新型コロナウイルス感染症軽症者等宿泊施設確保・運営事業

　新型コロナウイルス感染症の軽症者及び無症状者に係る宿泊療養施設の確
保・運営

緊急包括支援交付金（国10/10）



新 (健康課) 69,000

事業内容

財　　源

拡 (健康課) 24,200

事業内容

財　　源

新 (健康課) 2,800

事業内容

財　　源

新 (経営支援課) 1,500,000

事業内容

財　　源

新 (商業まちづくり課) 9,900

事業内容

財　　源

新 (労働政策課) 3,400

事業内容

財　　源

社会保険労務士による相談支援

地方創生臨時交付金（国10/10）

　かかりつけ医等からの紹介でPCR検査を受けられる地域外来・検査センター
（PCRセンター）を設置

地域外来・検査センターの設置・運営
（県内４医療圏各1か所）

感染症予防事業費等国庫補助金（国1/2）等

WITHコロナがん検診受診促進特別支援事業

　がん検診受診促進のため、R2年度の節目・重点年齢のがん検診対象者のうち
未受診者に対し、R3年度も特例的に自己負担を軽減する市町村を支援

　新型コロナウイルス感染症の拡大等の影響による自殺者数の増加に対応する
ため、自殺相談電話「こころの電話」の対応時間を拡充

自殺企図など県民の心の悩みに係る電話相談を実施
（運営時間：平日日中→365日24時間に拡充）

新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金(国3/4)等

 新型コロナウイルス感染症関連自殺防止電話相談事業

特例の事業を実施する市町村へ費用の1/2を補助

地方創生臨時交付金（国10/10）

県内中小企業の取組みに対する補助
通常枠：中小企業者2/3、小規模企業者3/4（上限100万円）
特別枠：中小企業者3/4、小規模企業者4/5（上限200万円）

　商工会連合会及び商工会議所に中小・小規模事業者からの経営相談対応を行
う専門指導員を増員配置

地方創生臨時交付金（国10/10）

中小企業リバイバル補助金【補正】

　ウィズコロナ・アフターコロナを見据えた「新しい生活様式」やデジタル化
に対応し、事業活動を再建し成長発展を図るための意欲的な取組みを支援
（オンライン申請に対応）

コロナ対策経営相談窓口体制強化事業

商工会連合会・商工会議所に対して専門指導員の設置経費を
補助

地方創生臨時交付金（国10/10）

雇用維持・継続のための人事交流支援事業

　国制度とも連携し、雇用維持・継続のための在籍型出向等を支援

地域外来・検査センター設備整備・運営事業



新 (労働政策課) 28,000

事業内容

財　　源

新 (労働政策課) 45,500

事業内容

財　　源

拡 (教育企画課) 122,800

事業内容

財　　源

Ⅱ　重点政策別の主な事業

１　産業・経済の活性化

新 (企画調整室) 10,000

事業内容

財　　源

新 (移住・UIJターン促進課) 10,000

事業内容

財　　源

地方創生臨時交付金（国10/10）

県立学校における学校教育活動継続への支援【補正】

　学校教育活動の継続に必要な取組みを迅速・柔軟に対応できるよう支援（１
校あたり160～320万円）

①消毒液等の保健衛生用品整備による感染症対策支援
②感染症対策やオンライン学習に資する教職員研修支援

学校保健特別対策事業費補助金（国1/2）等

　県内中小企業等が海外から外国人材を受け入れる際、新型コロナ感染症に関
する水際対策（14日間の自宅等隔離)に対応するための宿泊費を補助

外国人材をホテル等に宿泊させる事業所に宿泊費の1/2（１
人１泊あたり上限3,000円）を補助

地方創生臨時交付金（国10/10）

地方創生臨時交付金（国10/10）

とやまでお試しテレワーク移住促進事業

外国人材待機費用支援補助金【補正】

コロナ離職者再就職支援事業

　国制度とも連携し、コロナ離職者のトライアル雇用を通じた正規雇用を支援

コロナ離職者を国トライアル雇用助成制度を活用して正規雇
用化した県内中小企業に助成金を支給（上限額15万円／人）

　テレワーカーのお試し移住への支援や地域課題解決に向けた地域キーマンと
の交流を中心としたテレワーク体験ツアーの実施

①お試し居住経費の1/2を補助（上限30万円）
②テレワーク体験ツアー（３泊４日）の実施

　新型コロナによる厳しい経済情勢を乗り越え、新しい富山県のさらなる発展
に向けたビジョンや戦略を策定するため、「富山県成長戦略会議」を開催

①県内外の有識者からなる会議の開催
②提言のとりまとめ

地方創生推進交付金（国1/2）

「富山県成長戦略会議」開催事業



拡 (移住・UIJターン促進課) 21,700

事業内容

財　　源

新 (国際課) 24,000

事業内容

財　　源

(国際課) 26,100

事業内容

財　　源

新 (観光振興室) 30,000

事業内容

財　　源

拡 (情報政策課) 97,500

事業内容

財　　源

新
(情報政策課)

(市町村支援課) 15,908

事業内容

財　　源

　アフターコロナを見据えた新たな旅行商品の開発や感染防止対策、デジタル
技術の活用など、観光事業者が行う新たな観光ビジネスに対し支援

富山サテライトオフィス誘致プロジェクト事業

　市町村、民間事業者と連携し、県外からのサテライトオフィスの誘致を図る
プロジェクトを推進

地方創生臨時交付金（国10/10）等

　サンパウロ州との友好提携35周年及びブラジル県人会60周年の記念事業を実
施

①南米親善訪問団の派遣
②サンパウロ州政府代表受入れ

一般財源

富山県・オレゴン州友好提携30周年記念事業

　オレゴン州との友好提携30周年を記念し、経済・人材交流等を目的に、企業
関係者を含めた友好訪問団を派遣

①富山県友好訪問団の派遣
②県内学生等の起業・ビジネス研修トライアル派遣　など

地方創生推進交付金（国1/2）

富山県・サンパウロ州友好提携35周年記念事業

地方創生臨時交付金（国10/10）

地方創生臨時交付金（国10/10）

5G（第5世代移動通信システム）を活用した課題解決、5Gの普及啓発を推進

5G利活用推進事業

補助率：小規模事業者3/4以内、中小事業者2/3以内、その他
1/2以内
補助上限額：１社当たり1,000千円

①5GとVRを組み合わせた「新しい旅行スタイル」の実証
②ローカル５Ｇ民間需要調査の実施

　マイナンバーカード取得促進のため、取得促進イベントや申請サポート隊を
広域的に展開し、市町村を支援

①カード取得促進イベントの開催
②公共施設等への申請サポート隊の派遣
③マイナポイント事業・健康保険証利用の周知

地方創生臨時交付金（国10/10）

アフターコロナを見据えた観光地域づくり支援事業

マイナンバーカード市町村支援事業

市町村と連携した進出企業によるサテライトオフィス整備へ
の補助や誘致活動の実施



新 (財政課) 28,500

事業内容

財　　源

新 (自然保護課) 15,500

事業内容

財　　源

拡 (くすり政策課) 1,026,000

事業内容

財　　源

新 (商工企画課) 11,000

事業内容

財　　源

(商工企画課) 52,000

事業内容

財　　源

新 (商工企画課) 2,600

事業内容

財　　源

アフター・ウィズコロナにおけるネットビジネス支援事業

全国型市場公募地方債の発行

地方創生臨時交付金（国10/10）

IoT・AI・５Ｇ活用生産性向上推進事業

　県内企業の導入・活用段階に応じ、IoT、AIの導入、人材育成等を伴走型で
支援

①経営者、現場担当者等に対するセミナーの開催
②IoT・AIの導入経費の1/2を補助（上限500～2,000千円）
③IoT・AI活用指導者の育成・派遣

地方創生推進交付金（国1/2）

地方大学・地域産業創生くすりコンソーシアム推進事業

①ローカル５Ｇ活用相談会の開催
②計画策定等に要する経費の1/2を補助（上限2,500千円）

地方創生臨時交付金（国10/10)

山小屋における感染症対策（施設改修、衛生用品購入等）に
必要な経費を補助(補助率2/3又は3/4、上限30万円）

①医薬品に関する研究開発や専門人材の育成・確保
②クラウドファンディングを活用した事業資金の調達

地方大学・地域産業創生交付金（国1/2、2/3）等

ローカル５Ｇ活用スマートファクトリー推進事業

　県内ものづくり企業に対してローカル５Ｇの導入を積極的に推進するため、
本格導入に向けた技術実証や計画策定等を支援

　地方大学・地域産業創生交付金を活用し、県内の産学官によるコンソーシア
ムを構築し、医薬品産業の振興や専門人材の育成を図るもの

市場公募債の発行

一般財源

　オンライン展示会・商談会等に関する講座を開催

①バーチャル展示会活用に関する講座
②オンライン商談会活用に関する講座

地方創生臨時交付金（国10/10）

山小屋感染症対策緊急支援事業【補正】

　コロナ禍での安定的な財源確保に向け、全国から広く民間資金を調達する
「市場公募地方債」を導入

　登山者の安全・安心の確保のため、山小屋の持続的な経営に向けた感染症対
策を支援



拡 (商工企画課) 42,000

事業内容

財　　源

(商工企画課) 46,750

事業内容

財　　源

拡 (商工企画課) 30,000

事業内容

財　　源

拡 (商工企画課) 44,000

事業内容

財　　源

新 (商工企画課) 20,000

事業内容

財　　源

拡 (商工企画課) 10,000

事業内容

財　　源

県内に蓄積された産業基盤や資源を活用し、産学官連携によ
る研究開発を実施

産学官オープンイノベーション推進事業

デジタルものづくりラボ（仮称）整備事業

　総合デザインセンターに高性能デジタル工作機械を導入し、県内ものづくり
産業のデジタルトランスフォーメーション(DX)化を支援するためのラボを整備

①高性能デジタル工作機械の導入
②ラボを活用した取組みを支援するための操作研修、ワーク
ショップ等の開催

　とやまのお土産新ブランド「美のこわけ」の商品化・PRにより本県の魅力を
発信

電源立地地域対策交付金（国3/4）

とやま成長産業創造プロジェクト推進事業

　産学官連携による新製品・新技術の開発・共同研究の促進

地方創生推進交付金（国1/2）等

とやまのお土産新ブランド「美のこわけ」創出事業

　県内企業の競争力を強化するため、成長産業分野に関する研究会を開催（新
たにグリーン成長戦略分野の研究会を設置）

①成長産業分野に係る研究会の開催
②展示会の共同出展による販路開拓支援

地方創生推進交付金（国1/2）

アルミ産業成長力強化戦略推進事業

高岡テクノドーム機能拡充等事業

地方創生推進交付金（国1/2）

地方創生推進交付金（国1/2）

①「美・癒し」分野の商品開発、商品化
② 商品発表会の開催、ＨＰ・ＳＮＳ等によるＰＲ

　高岡テクノドーム別館等の整備に向けた関連工事の設計及びPFI（公共施設
への民間活力の導入手法）の導入可能性調査等を実施

①別館整備に伴う本館との接続に係る改修等工事設計業務
②PFI導入可能性調査の実施

　アルミの特性を活かした研究開発プロジェクトの自立化・事業化やアルミの
リサイクル化に向けた研究開発の支援

地方創生推進交付金（国1/2）

①主要４プロジェクトの事業化に向けた販路開拓等支援
②アルミのリサイクル化に向けた研究開発の推進
③規制緩和に向けた取組みを支援する「アルミサンドボック
ス」の創設



新 (経営支援課) 256,200

事業内容

財　　源

新 (経営支援課) 5,000,000

事業内容

財　　源

新 (経営支援課) 1,000,000

事業内容

財　　源

新 (経営支援課) 4,000

事業内容

財　　源

新 (経営支援課) 33,000

事業内容

財　　源

新 (経営支援課) 4,000

事業内容

財　　源

　本県に移住し、県内での起業を目指す若者等を対象に起業家育成プログラム
を実施するとともに創業経費等を助成

①起業家育成プログラムの実施
②起業支援金等による創業経費助成

起業家育成プログラムの実施、インキュベーション施設開設
等に対する補助（補助率1/2、上限500～1,500千円）

貸付金元利収入

地方創生推進交付金（国1/2）

貸付金元利収入

地方創生推進交付金（国1/2）

　ベンチャー企業の資金調達を「オール富山」で推進するため、「とやまベン
チャービジネス支援協議会（仮称）」を設立し、必要な施策を検討・実施

とやまUIJターン起業支援事業

中小企業制度融資資金（「ビヨンドコロナ応援資金」の創設）

　新型コロナの影響を受けた中小企業者が、金融機関の継続的な伴走支援を受
けながら経営改善等に取り組む場合に、信用保証料をゼロに引下げ

融資限度額4,000万円
融資期間10年以内（据置期間 最大5年）
金利1.25％以内
保証料率ゼロ（年0.2%を県補助によりゼロ）

貸付金元利収入

中小企業制度融資資金（「経営改善サポート資金」の創設）

融資限度額1億円
融資期間15年以内（据置期間 最大5年）
金利1.45％以内
保証料率ゼロ（年0.2%を県補助によりゼロ）

　事業再生のために必要となる資金調達を信用保証料ゼロに引き下げてサポー
ト

中小企業制度融資資金（「DX推進資金」の創設）

　新型コロナに打ち勝ち、新しく強くワクワク稼げる新産業を創出するため、
デジタル技術を活用した中小企業の設備投資を実質３年間無利子で後押し

融資限度額3,000万円
融資期間10年以内（据置期間 最大3年）
金利ゼロ（4年目以降は年0.9％以内）

①協議会の設立・検討
②起業家と産学官金関係者との交流会の開催

地方創生推進交付金（国1/2）

インキュベーション施設等活性化事業費補助金

　インキュベーション施設における起業家育成プログラム等の実施を支援

とやまベンチャービジネス支援事業



拡 (経営支援課) 987,570

事業内容

財　　源

新 (経営支援課) 5,000

事業内容

財　　源

新 (立地通商課) 4,000

事業内容

財　　源

新 (立地通商課) 27,010

事業内容

財　　源

新 (立地通商課) 14,000

事業内容

財　　源

新 (立地通商課) 83,000

事業内容

財　　源

　県内企業の海外進出ニーズの高いベトナムに経済訪問団を派遣し、経済交流
を促進

政府機関への表敬訪問、富山ものづくりセミナーの開催、現
地進出県内企業視察　等

ウィズコロナ時代におけるリアルとバーチャル出展の併催に
よる新しい見本市を開催

　県内中小企業の経営資源を次世代に引き継ぎ、経営基盤の強化、販路開拓や
新事業展開につなげ県内経済を活性化するため、事業再編を推進

①事業承継支援戦略の改定に向けた調査
②事業再編セミナーの実施

地方創生推進交付金（国1/2）

Ｔ－Ｍｅｓｓｅ2021富山県ものづくり総合見本市開催事業

　富山の誇るものづくり企業の技術を、広く国内外に発信するため、大規模な
見本市を開催

　富山市蓮町の旧県職員住宅を創業支援施設、UIJターン者等向け共同住宅に
整備

①改修工事、②解体工事、③備品購入・広報費等

地方創生拠点整備交付金（国1/2）等

ＳＬＢロシア欧州物流活性化事業

ベトナム経済訪問団派遣事業

地方創生推進交付金（国1/2）

　伏木富山港を利用して工業製品を輸出する荷主企業に対する補助制度を創設

特殊梱包費用の助成
（輸出梱包１㎥あたり5千円、上限500千円）

地方創生臨時交付金（国10/10）

　伏木富山港からシベリア鉄道を利用した貨物輸送（シベリア・ランド・ブ
リッジ）の利用促進により、ロシア・欧州物流の活性化を図るもの

伏木富山港利用促進事業（ものづくり企業輸出促進補助金）

地方創生推進交付金（国1/2）

事業再編推進事業

創業支援施設・UIJターン住居等整備事業【一部補正】

地方創生推進交付金（国1/2）

①試験的な輸送に対する補助制度の拡充
②貨物輸送実験の実施　等



拡 (立地通商課) 640,000

事業内容

財　　源

(立地通商課) 2,150

事業内容

財　　源

(港湾課) 60,000

事業内容

財　　源

(港湾課) 255,000

事業内容

財　　源

新 (港湾課)
R④債務負担行
為200,000

事業内容

財　　源

伏木富山港（新湊地区）ガントリークレーンの更新（特別会計）

　新湊地区国際物流ターミナルのガントリークレーン１基の更新

ガントリークレーン１基の本体製作

港湾整備事業債

港湾整備事業債

伏木富山港（富山地区）ハイポストクレーンの整備（特別会計）

　首都圏等の企業に対し、本県の整った産業基盤、優れた技術を有する企業の
集積、豊かな自然や恵まれた住環境など、優れた立地環境を紹介

知事による立地環境PR及び企業経営者等による講演

伏木富山港（伏木地区）野積場の整備（特別会計）

ハイポスト仕様のクローラクレーンの製作

①「とやまホンシャ引っ越し応援特別枠」の創設（助成対象
経費に新たに事業所移転費、従業員転居費及び社員寮設置費
を追加）
②「サプライチェーン再構築・県内回帰支援特別枠」の創設
（サプライチェーンの見直しに伴う生産拠点の県内回帰に対
する支援）
③ソフトウェア業等の非製造業の立地に対する交付要件の緩
和（投資額の引き下げ）

企業立地促進資金貸付基金等

とやま企業立地セミナー開催事業

　富山地区ハイポスト仕様のクローラクレーン１基の購入

万葉４号野積場の舗装工事

企業立地助成金

　新型コロナの影響により、本社機能の県外からの移転やサプライチェーンを
見直す企業を支援するため、企業立地助成制度を拡充

　伏木地区万葉４号野積場の整備

一般財源

港湾整備事業債



２　女性活躍の推進、子育て環境の充実

(地方創生・中山間対策室) 9,500

事業内容

財　　源

新 (少子化対策・県民活躍課) 10,000

事業内容

財　　源

拡 (少子化対策・県民活躍課) 5,900

事業内容

財　　源

拡 (少子化対策・県民活躍課) 5,500

事業内容

財　　源

新 (少子化対策・県民活躍課) 5,000

事業内容

財　　源

拡 (少子化対策・県民活躍課) 4,500

事業内容

財　　源

①働き方改革推進運動の実施（7～9月（予定））
②煌めく人応援企業アワード（仮称）の創設

地方創生推進交付金（国1/2）

リーダーをめざす女性社員の自己研鑽と業種・職種の枠を超
えたネットワークを構築する煌めく女性リーダー塾を開講

女性活躍推進交付金（国1/2）

職場対抗 ワークライフバランス改革チャレンジの実施

少子化対策重点推進交付金（国1/2）

地方創生推進交付金（国1/2）

働き方改革県民運動推進事業

基本計画策定に向けた検討を実施

一般財源

女性活躍推進戦略事業

　女性活躍推進戦略を策定するため、企業の実態を把握するための調査や官民
連携による女性活躍戦略会議を設置

女性活躍実態調査、戦略会議の開催、企業経営者等との懇話
会、富山版えるぼし認定制度の創設

①モデル市町村への間接補助（補助率1/2、派遣1回につき上
限2,000円）
②市町村・サービス事業者向け研修会の開催

　新川文化ホール敷地内に整備予定の「こども向け屋内レクリエーション施
設」の基本計画策定に向けた検討会を開催

地方創生推進交付金（国1/2）

　職場での働き方・休み方改革や男性の家事・育児参画促進に取り組むワーク
ライフバランス改革チャレンジ事業を実施

　産後うつやワンオペ育児解消のため、産後２か月以内の家庭に家事代行サー
ビスを行うヘルパーを派遣

男性の家事・育児参画推進キャンペーン事業

　「働き方改革推進運動」について、イクボス等との連携を強化するととも
に、女性活躍、働き方改革、男性の家事・育児参画に取り組む企業を顕彰

新川こども屋内レクリエーション施設調査検討事業

煌めく女性ネットワーク事業

家族でハッピー！産後ヘルパー派遣モデル事業

　女性活躍を推進するため、新たに女性幹部候補を対象としたコースを新設す
るなど、業種・職種の枠を超えたネットワークを構築



拡 (少子化対策・県民活躍課) 2,000

事業内容

財　　源

新 (少子化対策・県民活躍課) 8,000

事業内容

財　　源

(少子化対策・県民活躍課) 12,000

事業内容

財　　源

拡 (子ども支援課) 142,600

事業内容

財　　源

新 (子ども支援課) 194,300

事業内容

財　　源

拡 (子ども支援課) 8,795

事業内容

財　　源

ひとり親世帯への県独自の生活支援給付金【補正】

　新型コロナの影響で依然として厳しい状況にある低所得のひとり親世帯に対
し県独自に給付金を支給

国のひとり親世帯臨時特別給付金の受給世帯に対し、１世帯
あたり３万円を支給（３月に給付予定）

地方創生臨時交付金（国10/10)

とやまっ子　子育て支援サービス普及促進事業

テクノロジーを活用した働き方改革ラボ事業

地方創生推進交付金（国1/2）

　県庁内に「働き方改革ラボ」を設置し、率先して働き方改革を実施。民間テ
クノロジーを活用するとともに、企業等への横展開を図るもの

①テクノロジーを活用した県庁の働き方改革の実施
②民間等への波及の取組

地域自殺対策強化交付金（2/3)

　子ども・若者やその家族からの相談にワンストップで対応する総合相談窓口
の相談体制を強化

中小企業の働き方改革モデル取組事例創出事業

　働き方改革実践モデル企業に対し伴走支援型コンサルによる改革の実践を支
援し、課題解決のモデルを創出

電話・メールや対面での相談対応のほか、新たにSNSによる
相談受付を実施

①働き方改革推進リーダー養成講座の開催
②中小企業の働き方改革をけん引する優良モデル企業の創出

地域活性化雇用創造プロジェクト（国4/5）

Good!!Work＆Lifeとやま促進事業

子どもの生まれた家庭に子育て応援券を配付（第１子：１万
円、第２子：２万円、第３子：３万円）

子ども・若者総合相談センター運営事業

一般財源

　「とやまっ子　子育て応援券」の対象サービスに新たに「子ども同伴時のタ
クシー利用」を追加

　企業におけるワークライフバランスの実現に向けて、経営者等からのトップ
ダウンを促進するためのフォーラムや従業員による座談会を開催

①経営者等向けフォーラムの開催
②従業員による世代座談会の開催

地域女性活躍推進交付金（国1/2）



新 (子ども支援課) 1,000

事業内容

財　　源

拡 (子ども支援課) 740,735

事業内容

財　　源

新 (医務課) 3,000

事業内容

財　　源

拡 (健康課) 902,161

事業内容

財　　源

新 (健康課) 1,000

事業内容

財　　源

新 (労働政策課) 45,000

事業内容

財　　源

①コーディネーターによる県内金融機関や人材ビジネス事業
者との連携体制構築
②副業・兼業人材の活用に対する補助(移動費用を1/2補助)
③副業・兼業人材の活用や自社における副業・兼業解禁に向
けたセミナー

高岡児童相談所整備事業

老朽化している高岡児童相談所を移転改築

児童福祉司等の増員による人員体制の強化及び一時保護児童
の生活・学習環境の向上を図るため、高岡児童相談所を移転
改築

次世代育成支援対策施設整備交付金（国1/2)等

一般財源

母子保健衛生費等国庫補助金（国1/2）等

切れ目ない支援に関する最新の知見や動向、ネウボラ先進自
治体の取組み報告、市町村間の意見交換等

　県内市町村における保健・医療・福祉の連携強化による子育て支援の充実に
向け、研修会を開催

　次世代を担う子ども達の命と健康を守るため、富山こども病院構想を含めた
小児医療等提供体制の検討を実施

切れ目のない子育て支援機関ネットワーク強化事業

①助成額：1回30万円まで（←2回目以降15万円まで）
②安心こども基金を積立

子育て支援対策臨時特例交付金（国10/10）等

　特定不妊治療及び男性不妊治療に要する費用を助成。不妊治療の保険適用ま
での間、国制度拡充に対応するとともに、県制度も拡充

富山県小児医療等提供体制検討会開催事業

特定不妊治療費助成事業【一部補正】

①富山県小児医療等提供体制検討会及びＷＧの開催
②小児医療に関する県内ニーズ調査

富山版「プロフェッショナル・副業兼業人材確保プロジェクト」実施事業

　県プロフェッショナル人材戦略本部を拠点に、県内金融機関等と連携し、県
内企業のプロフェッショナル人材や副業・兼業人材の活用を支援

富山児童相談所と県の他の相談機関や市町村との連携のあり
方、施設整備を含む機能強化について検討を進めるための委
員会を設置

地方創生推進交付金 (国1/2）等

富山児童相談所機能強化検討委員会開催事業

地域医療介護総合確保基金（10/10　※国2/3）

　富山児童相談所の施設整備を含む機能強化について検討を進めるための委員
会を設置



(企・電気課) 62,925

事業内容

財　　源

拡 (小中学校課) 26,219

事業内容

財　　源

(小中学校課) 1,446

事業内容

財　　源

３　健康寿命の延伸、医療・介護の充実

新 (企画調整室) 5,000

事業内容

財　　源

新 (厚生企画課) 10,000

事業内容

財　　源

地域活性化事業債等

一般財源

18歳未満の子ども3人以上の県内全世帯を対象に、子ども3人
世帯月額700円(年間最大8,400円)、子ども4人以上世帯月額
1,800円(年間最大21,600円)を支援

水力発電電力料

子育て支援事業「とやまっ子すくすく電気」

　水力発電事業の効率的な運営により得られる収益の一部を活用して、多子世
帯の電気料金負担を軽減

教育支援体制整備事業費補助金（国1/3）

①地域住民に対する介護の学び、職場体験等を通じ参入促進
策を研究②介護福祉士養成校の魅力PRに要する経費を補助

介護福祉士養成校魅力アップ事業

　介護福祉士養成校のカリキュラムを特色あるものとするため、地域からの多
様な介護人材参入促進を研究委託。また、養成校の情報発信強化を支援

スクールロイヤーへの相談

①看護職員等に対する需要調査
②富山キャンパス研究棟改修工事実施設計費

スクールソーシャルワーカー活用事業

　近年増加傾向にある、いじめや不登校等の生徒指導上の諸課題に対応するた
め、スクールソーシャルワーカーによる支援体制を強化

①機動的対応のため緊急派遣を拡充（280ｈ/年→560ｈ/年）
②未然防止、早期解決に向けた「連携ケース会議」を新たに
実施

富山県立大学看護系大学院・専攻科設置準備事業

　専門看護師など高度な看護人材を育成する看護系大学院と保健師・助産師を
養成する専攻科の設置に向けた準備を実施

スクールロイヤー活用事業

　いじめや虐待等の生徒指導上の諸課題について、弁護士による適切な法的助
言を受けられる体制を整備

地域医療介護総合確保基金（10/10　※国2/3）



拡 (厚生企画課) 227,118

事業内容

財　　源

新 (厚生企画課) 13,200

事業内容

財　　源

拡 (厚生企画課) 94,306

事業内容

財　　源

新 (高齢福祉課) 5,300

事業内容

財　　源

新 (高齢福祉課) 78,000

事業内容

財　　源

拡 (高齢福祉課) 40,000

事業内容

財　　源

地方創生臨時交付金（国10/10）

国民健康保険健康づくり推進事業（国保特会）

介護ロボット導入経費の2/3を補助（上限：１事業所100万
円、１法人200万円）

地方創生臨時交付金（国10/10）

人件費・初任者研修受講料に対し1/2を補助（上限660千円）

介護施設等における防災・減災対策推進事業【補正】

地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金（国2/3）等

国民健康保険保険者努力支援交付金（国10/10）

非常用自家発電設備や給水設備等の整備経費等の一定割合を
補助（例：非常用自家発電3/4）

　介護知識の少ない他産業分野の未経験者の取込みに努める介護事業所を支援
するため、事業所での一定期間の雇用訓練と研修受講に要する経費を補助

地域医療介護総合確保基金（10/10　※国2/3）等

介護ロボット導入促進事業

他産業からの介護未経験人材雇用訓練支援事業

地域医療介護総合確保基金（10/10　※国2/3）

　市町村国保における保健事業を積極的に支援し、予防・健康づくりを推進す
るため、医療情報分析等の事業を実施

①健康寿命の延伸に向けた医療情報等活用事業
②オンライン保健指導基盤整備事業　等

　介護人材確保のため、新たに福祉系高校の学生への修学資金等の貸付を創設
し、必要な貸付原資を県社会福祉協議会に交付

元気高齢者による介護助手制度導入検討事業

　モデル施設での実証実験等による介護助手制度の導入検討

①介護施設等への実態調査、②モデル施設での実証実験（５
施設で３ヵ月間のモデル雇用(雇用経費は1/2支援)）

（拡充内容）
①福祉系高校の学生の修学資金の貸付
②他業種で働いていた方の介護分野への就職準備金の貸付

介護福祉士等修学資金貸付事業【一部補正】

　新型コロナによる業務負荷増等に対応するため、業務効率化を図る介護事業
者の介護ロボット導入経費を支援

　介護施設等の非常用自家発電設備や給水設備の整備、水害対策のための改修
等を支援



新 (障害福祉課) 10,118

事業内容

財　　源

新 (医務課) 12,375

事業内容

財　　源

(医務課) 140,000

事業内容

財　　源

拡 (医務課) 250,612

事業内容

財　　源

新 (医務課) 171,171

事業内容

財　　源

拡 (医務課) 40,000

事業内容

財　　源 地域医療介護総合確保基金（10/10　※国2/3）

地域医療介護総合確保基金（10/10　※国2/3）

障害者総合支援事業費補助金（国2/3）等

①ドクターヘリ運航業務委託
②安全・円滑かつ効率的な運航・運用方法の検討等

遠隔医療設備費補助金

ドクターヘリ運営推進事業

　ドクターヘリを運航するとともに、安全・円滑かつ効率的な運航のため関係
機関との調整等を実施

　急性期や慢性期機能病床から回復期機能病床への転換を支援

障害福祉分野におけるICT・ロボット等導入支援事業【補正】

回復期機能病床確保事業

医療提供体制推進事業費補助金（国1/2）、岐阜県負担金

　障害者施設における業務負担の軽減と支援の質の維持・向上を図るため、Ｉ
ＣＴやロボット等の導入を支援

地域包括ケア病床（上限25万円/床）、回復期リハビリテー
ション病床・緩和ケア病床（上限50万円/床）への転換支援

医療施設等設備整備費補助金（国10/10）等

　中山間地、へき地などの医療提供体制充実を含め遠隔医療の実施に要する機
器等設備整備を支援

大学病院、医療機関等と連携し、医師不足に直面する県内医療機関を支援

医師不足状況調査に基づく医師派遣等の実施
地域医療の実情反映のため、公的公立病院長を委員に増員

補助率1/2、補助基準額8,250千円
（※中山間地等の場合、補助率を嵩上げ）

①ICT導入経費を補助（上限100万円/事業所）
②ロボット等導入経費を補助（上限30万円・100万円/機器）

地域医療勤務環境体制整備事業

　救急患者の受入等により長時間勤務を余儀なくされている医療機関の働き方
改革への取組みを支援

負担軽減計画に基づくＩＣＴ導入等ハード整備や研修等のソ
フト経費を支援（補助率3/4、補助上限133千円×病床数）

地域医療介護総合確保基金（10/10　※国2/3）

とやま地域医療連携ネットワーク推進事業



拡 (医務課) 160,932

事業内容

財　　源

(医務課) 7,584

事業内容

財　　源

拡 (医務課) 3,276

事業内容

財　　源

(医務課) 136,080

事業内容

財　　源

拡 (医務課) 3,053

事業内容

財　　源

拡 (医務課) 1,356

事業内容

財　　源

進捗を評価するとともに、各医療機関が地域で担う役割や機
能、公立病院と民間病院との連携について議論

　新型コロナ感染症を含む院内感染防止のため、医療機関向け人材養成研修を
実施

①AI導入等ニーズを含む勤務環境改善に関する調査の実施
②医師労働時間短縮計画等の策定・実施等への支援

地域医療介護総合確保基金（10/10　※国2/3）

①中心的役割を担う院内感染対策担当者養成研修
②一般医療従事者等向け初級研修

医学生の修学資金貸与事業     

感染症対策専門員養成事業

地域医療介護総合確保基金（10/10　※国2/3）

看護学生修学資金貸与事業

　県内医療機関等での業務従事期間等を返済免除要件とした修学資金を貸与
し、看護職員を確保

看護師養成所、大学等の学生に対し修学資金を貸与

看護学生修学資金貸付金返還金等

医療提供体制推進事業費補助金（国1/2）

　地域医療構想実現のための取組み推進に向けた協議を行うための地域医療構
想調整会議を開催

地域医療介護総合確保基金（10/10　※国2/3）

女性医師等の支援事業

　出産・子育て等の各種相談窓口の設置等により、キャリア継続・県内定着を
支援

①県内従事期間等を返還免除要件とした修学資金を貸与
②地域枠医師育成に向けた検討の実施

地域医療構想推進事業

地域医療介護総合確保基金（10/10　※国2/3）

富山県医療勤務環境改善支援センター事業

　県内従事期間等を返還免除要件とした修学資金を貸与し、医師等を確保

①相談窓口の設置
②医学生への講義やキャリアアップ座談会等の開催

　医療勤務環境改善支援センターにおいて、勤務環境改善に向けた取組みを支
援



新 (健康課) 5,000

事業内容

財　　源

新 (健康課) 4,500

事業内容

財　　源

拡 (健康課) 3,500

事業内容

財　　源

拡 (健康課) 1,500

事業内容

財　　源

新 (健康課) 5,500

事業内容

財　　源

拡 (商工企画課) 50,000

事業内容

財　　源

　小児・ＡＹＡ世代のがん患者等への適切な生殖医療提供に向け、がん・生殖
医療ネットワークの構築支援、妊よう性温存療法の医療費助成等を実施

とやま「美味しい減塩」推進キャンペーン事業

国民健康保険保険者努力支援交付金（国10/10）等

国民健康保険保険者努力支援交付金（国10/10）等

①社員食堂において、利用者に伏せた減塩メニューの提供
②特定保健指導対象者向けのリーフレット作成・配布

とやま快眠習慣応援キャンペーン事業

国民健康保険保険者努力支援交付金（国10/10）

「みんなで歩いてとやまを元気にしよう！」ウォーキングファンドキャンペーン事業

野菜をもう一皿！食べようキャンペーン事業

　野菜摂取量の目標（1日350ｇ）の達成に向け、スーパー・県内飲食店と連携
したキャンペーンや野菜摂取促進に向けたセミナーを実施

国民健康保険保険者努力支援交付金（国10/10）

　県民の塩分摂取量の減少に向け、県内企業と連携したキャンペーンや減塩の
取り組みが必要な方への周知啓発を実施

参加者全員の１か月間の総歩数に応じ、企業協賛により社会
貢献のための事業等を実施

　ヘルスケア産業育成のため付加価値の高い新製品の開発を支援

小児・ＡＹＡ世代がん患者支援事業

　スマホアプリ「元気とやまかがやきウォーク」を活用し、県民の1日の歩数
の増加に向けたキャンペーンを実施

感染症予防事業費等国庫補助金（国1/2）等

①がん・生殖医療を行う医師を対象とした研修会等の開催
②医療費助成（補助上限額2.5万円～35万円）

①スーパー・飲食店等における野菜摂取促進の普及啓発
②特定保健指導該当者対象のセミナー開催

　メタボリックシンドロームや生活習慣病のリスクを高めるといわれる睡眠不
足等の解消に向け、県民参加のキャンペーン等を実施

ヘルスケア産業育成創出事業

地方創生推進交付金（国1/2）

①睡眠満足度向上のために必要な生活習慣の改善方法をＰＲ
②チーム対抗による睡眠満足度向上への取組み実践

企業シーズと現場ニーズに基づく産学官連携による研究開発
プロジェクトを支援（新たに課題解決型のワークショップや
現場見学会を実施）



４　デジタル化・産学官連携・市町村連携の推進

新 (企画調整室) 23,000

事業内容

財　　源

新 (企画調整室) 1,669,000

事業内容

財　　源

新
(人事課)

(市町村支援課) 6,450

事業内容

財　　源

拡 (情報政策課) 776,912

事業内容

財　　源

新 (情報政策課) 3,000

事業内容

財　　源

新 (情報政策課) 1,273

事業内容

財　　源

データサイエンス連携推進事業

　ｅスポーツによる地域活性化及び競技人口の裾野の拡大を図るため、全国初
となる中高年によるｅスポーツ大会を開催

　県・市町村におけるＤＸ推進のため、最先端の情報テクノロジーに明るく、
ＤＸに対応できる職員を育成

①ＤＸセミナー・講座の開催(県・市町村)、②情報テクノロ
ジー研修の開催(県)、③ＩＴエンジニアスキル習得支援(県)

県立大学ＤＸ教育研究センター（仮称）整備事業

とやまデータサイエンス推進機構（仮称）への参画等

地方創生推進交付金（国1/2）

　富山大学と連携し、県内での産学官連携によるデータの利活用の取組みや
データサイエンス教育を推進

地方創生推進交付金（国1/2）

①クラウドサービスへの移行による庁内ＬＡＮ強靭化
②テレワーク環境の拡充

地方創生臨時交付金（国10/10）等

　行政手続きのデジタル化、感染症拡大時のテレワークの大規模展開等に対応
するため、国財源を活用して県庁ネットワーク環境等の強靭化を実施

庁内ＬＡＮネットワーク等の強化【補正】

地方創生臨時交付金（国10/10）

  各種会議や議会答弁等の議事録作成業務の効率化を図るため、ＡＩ音声認識
による議事録作成支援システムを導入

「全国マスターズｅスポーツ大会（仮称）」実行委員会への
補助（補助率1/2、上限3,000千円）

　県立大学にＤＸ教育研究センター(仮称)を整備し、ＤＸを担う人材育成とＤ
Ｘ分野の研究強化を推進（令和４年度供用開始）

地域活性化事業債等

AI議事録作成支援システム導入事業

全国マスターズeスポーツ大会開催事業

ＤＸ対応職員育成事業

一般財源

①新棟の整備
②通信環境の整備

AI議事録作成支援システムの導入



新 (情報政策課) 7,260

事業内容

財　　源

新 (情報政策課) 500

事業内容

財　　源 一般財源

新 (情報政策課)
R④～⑨債務負担
行為設定238,123

事業内容

財　　源

新
(情報政策課)

(出納課) 73,100

事業内容

財　　源

新 (広報課) 2,400

事業内容

財　　源

新 (市町村支援課) 1,000

事業内容

財　　源

①電子申請システム操作研修会の開催
②電子申請フォーム作成委託

市町村との共同利用型システムへの更新(11市町が参加予定)
※令和4年度から運用開始

市町負担金

テレビミーティング広聴事業

会計事務のデジタル化推進事業【補正】

　デジタルガバメント構築に向けた取組みを加速するため、財務会計システム
と文書管理システムの連携により電子決裁を導入

地方創生臨時交付金（国10/10）

　県政施策について知事が説明する内容のCATV番組を制作・放送し、視聴した
県民から寄せられた意見を県政へ反映

「ワンチームとやま」連携推進本部会議、同幹事会、同ワー
キンググループの運営

一般財源

一般財源

富山県共同利用型電子入札システムへの更新

　県・市町村の連携協力体制を強化し、行政課題の解決に向けた取組みを推進

地方創生臨時交付金（国10/10）

「ワンチームとやま」連携推進事業

①県政施策説明番組の制作、CATVで放送
②意見聴取

行政手続オンライン化推進事業

データ利活用について検討する「富山県ビッグデータ活用プ
ラットフォーム設立検討委員会（仮称）」の設置・運営

「富山県ビッグデータ活用プラットフォーム設立検討委員会（仮称）」設置事業

  電子申請可能な行政手続きを拡充するとともに、県・市町村職員向けのシス
テム操作研修会を開催し、行政手続きのオンライン化を推進

　現在、県と富山市、高岡市が個別に導入・運用している電子入札システムを
更新し、県内市町村と共同調達・共同利用を実施することで、市町村の経費縮
減や事業者の利便性向上を図るもの

　データ利活用のための基盤となる「富山県ビッグデータ活用プラットフォー
ム設立検討委員会（仮称）」を設置し、取組みの方向性等について議論を進め
るもの

①財務会計システム及び文書管理システムの改修
②会計事務デジタル化ＷＧの開催及び職員研修の実施



新 (建設技術企画課) 4,000

事業内容

財　　源

新 (建設技術企画課) 10,400

事業内容

財　　源

新 (道路課) 11,000

事業内容

財　　源

拡 (道路課) 27,500

事業内容

財　　源

新 (警・警察相談課) 160,000

事業内容

財　　源

５　農林水産業の振興、持続可能な地域づくり

拡 (首都圏本部) 5,900

事業内容

財　　源 地方創生推進交付金（国1/2）

　道路パトロール業務管理システムの民間パトロールへの対象拡大、舗装路面
診断機能の拡充

東京メトロ大手町駅及び羽田空港にご当地自動販売機を設置
（大手町駅の自動販売機をキャッシュレス対応に変更）

文書管理システムの導入

一般財源

①システム機器を民間パトロール委託業者へ貸与
②AIを活用した道路舗装診断機能の拡充

地方創生臨時交付金（国10/10）

　道路台帳図をWEB上で公開することで、非対面業務へ転換し県民サービスの
向上を図るもの

一般財源

　建設企業の経営力強化の取組（働き方改革、生産性向上、担い手確保、女性
活躍推進等）を支援

道路台帳閲覧システム整備事業

道路パトロール業務ICT管理システム整備事業

　首都圏における「富富富」を中心とした県産品の認知度向上と販路拡大を図
るため、東京都内２箇所にご当地自動販売機を設置

県工事情報を公開する機能を富山県ＧＩＳシステムに追加

ＩＣＴ機器・ＷＥＢ会議システム導入、新分野進出、担い手
確保の取組に要する経費の1/2を補助（補助上限あり）等

警察行政事務デジタル化事業【補正】

　電子決裁機能を有する新たな文書管理システムを導入し、警察行政事務のデ
ジタル化を推進

一般財源

地域を支える建設業経営力強化支援事業

　県工事情報をオープンデータとして公開し、公共工事の実施状況等を広く県
民に周知

公共工事オープンデータ化推進事業

「ご当地自動販売機」富山の特産品魅力発信事業

一般財源

道路台帳図をWEB上で検索･出力が可能となるシステムの構築



新 (消防課) 1,800

事業内容

財　　源

新 (防災・危機管理課) 2,000

事業内容

財　　源

(防災・危機管理課) 6,000

事業内容

財　　源

拡 (防災・危機管理課) 2,854

事業内容

財　　源

新 (防災・危機管理課) 10,000

事業内容

財　　源

新 (防災・危機管理課) 3,000

事業内容

財　　源

災害本部の立ち上げ、初動対応など災害対策本部職員を対象
とした実践的な研修、訓練の実施等

　災害の激甚化等に対応するため、自主防災組織が整備する防災資機材の導入
を支援

災害対策本部体制実践研修事業

弥陀ヶ原火山防災訓練事業

　防火意識の更なる高揚を図るため、消防関係者が一堂に会する大会を開催

一般財源

　山小屋等の噴石対策工事に対する支援

事業主体である立山町補助金額の1/3を補助

　噴火警戒レベルの引き上げを想定した実動訓練の実施

富山県防火推進大会開催事業

　災害時に住民が的確な避難行動がとれるよう、自主防災組織が実施する避難
や避難所運営など複合的な訓練に対し支援

市町村が負担し、又は補助した額の1/2を補助（1組織あたり
上限300千円）

一般財源

　富山県防災・危機管理センター（仮称）の供用開始に向けて、災害対策本部
職員研修、訓練の実施

自主防災組織活動強化事業

実践的避難行動支援事業

活動火山対策避難施設整備補助事業

安全防災基金（10/10）

一般財源

一般財源

噴火警戒レベルの引き上げを想定し、火口周辺規制範囲に取
り残された観光客等の避難誘導の実践的な訓練を実施

安全防災基金（10/10）

市町村が負担し、又は補助した額の1/2を補助（1組織あたり
上限100千円）

①式典の実施（長年功績のあった団体・個人への表彰等）
②有識者による講演会の実施



拡 (防災・危機管理課) 5,000

事業内容

財　　源

拡 (防災・危機管理課) 5,000

事業内容

財　　源

拡 (防災・危機管理課) 458,096

事業内容

財　　源

(防災・危機管理課) 7,500

事業内容

財　　源

拡 (防災・危機管理課) 25,000

事業内容

財　　源

(防災・危機管理課) 5,149,035

事業内容

財　　源

孤立集落資機材緊急整備事業【補正】

　令和３年１月の大雪による被害を踏まえ、今後、災害により孤立する可能性
のある集落に対し、通信機器や防災資機材の導入について集中的に支援

安全防災基金（10/10）等

地区安全なまちづくり推進センターが防犯カメラを設置する
ために要する経費の1/2を補助（１台あたり上限50千円）

　通学路・住宅街等での防犯カメラの整備の促進

原子力災害対策事業

　避難退域時検査場（氷見運動公園）整備、放射線監視体制の強化、原子力防
災訓練の実施など

県民の放射線や緊急時の初動対応に関する知識等の普及
放射線監視や原子力災害医療、避難退域時検査体制等の強化

安全防災基金（10/10）

緊急時安全対策交付金（国10/10）等

　常勤支援員を増員するなどセンターの支援体制を強化

常勤支援員の増員配置、SNS相談の導入、性暴力被害防止、
啓発のための広報及び研修会の実施など

性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金（国1/2) 等

防災・危機管理センター（仮称）建設事業

住宅街等防犯設備緊急整備事業

緊急防災・減災事業債等

市町村が負担し、又は補助した額の2/3を補助（1集落あたり
上限200千円）に拡充（現行は1/2補助、上限100千円）

安全防災基金（10/10）等

　防災・危機管理センター（仮称）の建設工事及び映像情報システム等の整備

性暴力被害ワンストップ支援センターとやま運営事業

　地域防災力の向上を図るため、県が実施する防災士養成研修の会場数や受講
枠を拡大

防災士の資格取得要件である防災士養成研修講座について、
受講者数枠を200名に拡大（現行180名）して実施

防災士養成事業

防災・危機管理センター（仮称）の建設工事、映像情報シス
テムの整備、庁内ＬＡＮ環境整備等



拡 (地方創生・中山間対策室) 21,869

事業内容

財　　源

拡 (地方創生・中山間対策室) 8,000

事業内容

財　　源

拡 (地方創生・中山間対策室) 8,750

事業内容

財　　源

新 (地方創生・中山間対策室) 8,000

事業内容

財　　源

新 (地方創生・中山間対策室) 2,200

事業内容

財　　源

新 (地方創生・中山間対策室) 1,000

事業内容

財　　源

中山間地域チャレンジ支援事業

　集落と地域内外の企業や団体等が連携して取り組む地域活性化に向けた活動
の試行を３年間支援（支援枠を拡充）

[補助額]定額(一般枠750千円/３年、特認枠1,500千円/３年)
[補助件数]継続：一般枠11件　特認枠2件
　　　　　新規：一般枠10件(R②6件)　特認枠4件(R②2件)

地方創生推進交付金（国1/2）

①富山県中山間地域ドローン物流勉強会(仮称)の設置
②上記を踏まえた実証実験の実施

集落支援推進事業（地域コンシェルジュの拡充）

　中山間地域の話し合い支援や個別相談対応、情報収集等の集落支援事業を強
化するため、地域コンシェルジュを３名増員

中山間地域ドローン物流実証事業

地域コンシェルジュの拡充（R②1名 → R③4名）

　ドローンを活用した物流について、勉強会を踏まえた実証実験を実施

新たな地域づくり展開促進実証事業

地方創生推進交付金（国1/2）

中山間地域の課題解決事業

地方創生推進交付金（国1/2）

中山間地域「話し合い」促進事業

　中山間地域のアクションプラン策定に向けた住民の話し合いに係る活動を支
援（支援額等を拡充）

専門家派遣の実施や消耗品等の経費支援
・１地区あたり支援額400千円程度（R②350千円程度）
・支援件数延べ20件（R②10件）

地方創生推進交付金（国1/2）

　人材交流や新たな企画の創出に向け、地域づくりに実践的に取り組む民間事
業者（地域づくり実践者）による地域づくりラボを設置

地方創生推進交付金（国1/2）

地方創生推進交付金（国1/2）

　民間企業・団体等が行う地域と連携した「デジタル技術等を活用した地域課
題の解決」を支援

地域づくりラボの開催（5回程度）

デジタル技術等を活用した中山間地域の課題解決に向けた取
組みに対し補助（定額、上限50万円）



新 (少子化対策・県民活躍課) 11,200

事業内容

財　　源

新 (少子化対策・県民活躍課) 600

事業内容

財　　源

新 (少子化対策・県民活躍課) 3,400

事業内容

財　　源

拡 (総合交通政策室) 8,000

事業内容

財　　源

拡 (県民生活課) 50,800

事業内容

財　　源

拡 (自然保護課) 6,000

事業内容

財　　源

地域自殺対策強化交付金（国1/2）

クマ対策推進事業補助金

一般財源

　令和2年度に策定した「富山県DV対策基本計画（第4次）」（計画期間：令和
3年度～令和7年度）の普及啓発

補助率：1/2※（←1/3）　※令和２年度補正に限る
（上限：単独自治会等180万円、複数自治会等360万円）

DV被害者等困難を抱える女性の自立支援パイロット事業

地域による除排雪のための除雪機械の緊急整備支援【補正】

　市町村が地域住民と連携して行う除雪機械の整備に対し、補助率を臨時的に
引上げて支援することで、集中的に地域の除排雪体制を整備

①冊子及びダイジェスト版の印刷製本
②富岩運河環水公園内のパープルライトアップの実施等

性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金（国10/10）

　緊急対策として１年限りで拡充した、地域ぐるみで取り組む柿等の誘引物除
去の支援を引き続き実施

これまでの支援に加えて、個人所有の車両を活用した輸送
サービスを住民参加型交通モデルとして３年間支援
（補助率1/2、上限2,000千円）

①パトロール経費、捕獲経費等の1/2を補助
②柿等の誘引物の除去経費の1/3を補助

中山間地域交通網維持活性化支援事業補助金

地域自殺対策強化交付金（国1/2）

　DV被害者等困難を抱える女性に対する居場所の提供や自立支援等に取り組む
民間シェルター等へ支援

DV対策基本計画（第4次）の普及啓発

　市町村等が行う中山間地域の交通網再編の取組みや、地域が連携して行うラ
ストマイル対策等の取組を支援

　男性相談員による男性DV被害者等のための電話相談を実施し、精神的に孤立
しやすい男性への相談体制を整備

男性相談員による男性DV被害者等のための電話相談を実施
（毎月1回、2時間程度）

男性相談員による男性DV被害者等のための電話相談事業

①女性の受け入れと社会復帰に向けた心のケア、自立支援
②支援員の対応力向上や専門性向上を図る研修会の開催

地方創生推進交付金（国1/2）

一般財源

k



拡 (自然保護課) 63,330

事業内容

財　　源

新 (高齢福祉課) 20,000

事業内容

財　　源

拡 (健康課) 2,825

事業内容

財　　源

拡 (健康課) 900

事業内容

財　　源

新 (健康課) 4,540

事業内容

財　　源

新 (商工企画課) 11,500

事業内容

財　　源

ICT導入経費の1/2を補助（上限：１事業所100万円）
※中山間地域に所在する事業所の場合：補助率2/3

国の再生可能エネルギーの一層の導入推進を目指す方針など
を踏まえ、再生可能エネルギービジョンを改定

地域自殺対策強化交付金（国2/3）

エネルギー構造高度化・転換理解促進事業（国10/10）

　インターネット検索連動広告を活用し、自殺対策に係る相談窓口等を紹介

自殺に関する語句の検索者に対し、各種相談窓口や各種支援
機関等のウェブサイトにつながる広告を表示（通年実施）

検索連動広告活用事業

介護施設等におけるICT導入支援事業

富山県自殺対策推進センターに関係機関とのつなぎ・調整を
行う有資格者をコーディネート役として配置

再生可能エネルギービジョン改定事業

地域自殺対策ネットワーク構築事業

地域自殺対策強化交付金（国10/10）

コロナ禍におけるゲートキーパー養成強化事業

　新型コロナウイルス感染症の影響で急増している自殺を防ぐため、県内企業
等を対象にしたゲートキーパー養成講座を拡充して実施

　業務効率化等を図る介護事業者のICT導入経費を支援

　富山県再生可能エネルギービジョンの改定

　対面相談、電話相談等による自殺相談者を、複数にわたる関係支援機関へつ
なぐための自殺対策ネットワークを構築

　イノシシ及びニホンジカの捕獲圧を高めるため、捕獲専門チームの活動を継
続するとともに、第2期養成研修を実施

地域医療介護総合確保基金（10/10　※国2/3）

①捕獲専門チーム（６地区８チーム）の設置・ICTを活用し
たくくりわなの導入、②第2期養成研修（上級）実施

指定管理鳥獣捕獲等事業

県内企業等に臨床心理士等の講師を派遣して研修会を実施
目標：年30回以上、1,000名以上参加

地域自殺対策強化交付金（国1/２）

指定管理鳥獣捕獲等事業交付金（国10/10、2/3、1/2）



新 (商業まちづくり課) 9,000

事業内容

財　　源

新 (立地通商課) 7,400

事業内容

財　　源

拡 (農林水産企画課) 68,000

事業内容

財　　源 地方創生臨時交付金（国10/10）

拡 (農林水産企画課) 55,360

事業内容

財　　源

(農林水産企画課) 120,000

事業内容

財　　源

新 (農産食品課) 10,500

事業内容

財　　源

地方創生推進交付金（国1/2）等

海外販路開拓テストマーケティング・商談会事業

　コロナ禍における県内企業の海外販路開拓を支援するため、県産品のテスト
マーケティング、海外バイヤー招へい商談会及びオンライン商談会を実施

①シンガポールにおけるテストマーケティング
②海外バイヤー招へい商談会
③オンライン商談会

地方創生推進交付金（国1/2）等

「富富富」戦略推進事業

　県内での家庭や事業者での消費拡大や、県外での多様な情報発信ツールを活
用した認知度の向上、実需者の販売活動等を支援

地方創生臨時交付金（国10/10）等

地方創生臨時交付金（国10/10）

中山間地域等買い物サービス総合推進事業

水田フル活用産地づくり緊急支援事業

①新たに海外ビジネス研修やバイヤーとのWEBマッチング
　を実施
②輸出産地づくりに向けた計画策定と販売体制構築の支援等

　主食用米からの転換を促進するため、低コスト生産等による非主食用米等の
生産拡大の取組みを支援

県産品購入ポイント制度に加え、地産地消推進飲食店の利用
で応募できるプレゼント企画（食事券等）の実施

　中山間地域等の買い物弱者の生活利便性を向上させるため、買い物サービス
の新規参入を支援

低コスト等の取組みによる対象作物の生産拡大を定額補助
（5,000円/10a等）

とやまの農林水産物輸出促進事業

　県内商談会の開催、国際食品見本市出展による県産農林水産物等の輸出促進
や、海外ビジネスに係る研修、販路開拓サポート等により事業者を支援

地方創生推進交付金（国1/2）

①買い物弱者対策モデル事業の実施(想定3ヵ所)
②買い物サービス支援補助(県･市町村1/3、上限500千円)

　県産食材の購入や飲食店での利用など県民ぐるみの地産地消を喚起し、新型
コロナの影響を受けている農林漁業者を応援

地産地消ポイント制度事業

①SNSの活用、情報番組や雑誌と連動したPRの展開
②県内外の飲食店等と連携した「富富富」ﾌｪｱの実施
③学校給食での「富富富」利用への助成
④戦略推進会議の開催等



新 (農産食品課) 305,000

事業内容

財　　源

(農産食品課) 650,395

事業内容

財　　源

拡 (農産食品課) 7,250

事業内容

財　　源

新 (農産食品課) 7,000

事業内容

財　　源

新 (農産食品課) 8,500

事業内容

財　　源

新 (農産食品課) 33,000

事業内容

財　　源

一般財源

①食味向上対策研修会等の開催
②地域協議会の取組みに定額補助（300千円/10地区）等

水田農業高収益作物導入事業費補助金（国10/10）

麦・大豆生産体制強化支援事業

産地生産基盤パワーアップ事業（国10/10）等

　施設園芸就農希望者等に提案できる富山県の気象条件等に適した収益性の高
いスマート園芸施設の整備や施設園芸の担い手育成の取組みを支援

競争力の高い果樹産地育成支援事業

　高品質・良食味な「富富富」の生産のための生産出荷体制の確立や生産者の
意欲向上に向けた支援を実施

強い農業・担い手づくり総合支援交付金（国10/10）

麦・大豆収益性・生産性向上プロジェクト（国10/10）

①とやま型施設園芸トレーニングハウス整備に1/2補助
②スマート施設園芸の推進

　良質米生産と転作作物の合理的な土地利用や作付け体系の定着を推進し、土
地利用型農業の生産性向上を図るための総合的な生産対策を支援

米の共同乾燥調製貯蔵施設の再編整備に1/2補助

県産野菜の新マーケット獲得支援事業

　県産野菜の新たな市場を獲得するため、ニーズに対応した一体的な生産・加
工・流通体制の構築を支援

①コーディネーターの配置等
②生産・流通体制強化に係る機械等の整備に1/2補助

水田農業生産振興対策事業

①園地の再整備・改修等に1/2補助
②生産技術の継承・普及や労働生産性向上に係る取組みに
1/3補助

産地生産基盤パワーアップ事業（国10/10）等

とやま型施設園芸トレーニングファーム事業

「富富富」生産振興対策事業

①機械・施設の導入経費を1/2補助
②生産性向上に係る技術実証を定額補助

　新たな果樹の担い手の育成・確保に取り組む産地に対し、研修費用等を支援

　麦・大豆の生産に係る団地化の推進、先進的な営農技術の導入、農業機械・
施設の整備、生産性向上の推進を支援



(農産食品課) 3,800

事業内容

財　　源

新 （農産食品課） 12,000

事業内容

財　　源

(農業経営課) 12,000

事業内容

財　　源

新 (農業経営課) 20,000

事業内容

財　　源

拡 (農業経営課) 34,448

事業内容

財　　源

新 (農業経営課) 300,000

事業内容

財　　源

担い手確保・経営強化支援事業【補正】

　農産物の輸出など意欲的な取組により、農業経営の発展を図ろうとする担い
手に対し、必要な農業用機械・施設の導入を支援

補助率1/2（上限：個人1,500万円、法人3,000万円など）

チューリップ球根ネット栽培実証普及事業

　チューリップの球根生産における富山型ネット栽培体系の導入とモデル実証
を支援

ネット栽培技術のモデル実証に取り組むための経費に1/2補
助

「次世代につなぐ集落営農」スマート農業支援事業

果樹の折損等の復旧支援【補正】

地方創生推進交付金（国1/2）

　集落営農組織の若年世代の経営参画や省力化による持続的な営農体制の確立
を促進するため、スマート農機の導入に必要な経費を支援

スマート農業機械等の導入経費の1/3を補助（上限3,000千
円）

①担い手育成総合支援協議会の活動経費に1/2補助等
②経営継承に係る機械整備に1/2補助
③経営継承に関するセミナーの開催

地方創生推進交付金（国1/2）

担い手確保・経営強化支援事業（国10/10）

地方創生推進交付金（国1/2）

　従来の担い手の育成・確保に向けた活動への支援に加え、新たに農業経営の
継承、就農意識の啓発、人材の確保等の活動に対して支援

　枝折れした果樹の緊急防除や修復、果樹棚の復旧等を支援

①緊急防除等：補助率1/3（市町村補助1/3と合わせて2/3）
②果樹棚復旧：補助率最大65/100（市町村は任意）

持続的生産強化対策事業推進費補助金（国1/2）

産地生産基盤パワーアップ事業（国10/10）等

富山県担い手育成・確保総合支援事業

就農スタートアップ支援事業

農業機械・施設等の整備費用の1/3を補助（上限3,333千円）

　認定新規就農者を対象に、機械・施設等の整備に対する初期投資に係る負担
を軽減し、早期の経営確立を支援



新 （農業経営課） 617

事業内容

財　　源

新 （農業経営課） 555,725

事業内容

財　　源

新 (農業技術課) 4,400

事業内容

財　　源

新 (農業技術課) 40,000

事業内容

財　　源

拡 (農業技術課) 18,194

事業内容

財　　源

貸付限度額　1,000万円
特別融資枠　1.5億円
貸付金利　　0.10％（←通常枠0.25％）
償還期間　　７年以内（うち据置２年以内）

農業用ハウス等の復旧支援【補正】

　被災した農業経営体・農協等が行う損壊した農業用ハウス等の復旧を支援

①農業用ハウス等
　共済支払分を除き最大1/2を国・県で支援(市町村は任意)
②共同利用施設　　補助率：2/10

スマート農業普及支援事業

農林水産業共同利用施設災害復旧事業費補助金(国2/10)等

一般財源

　今後の鳥インフルエンザの発生に備えた防疫資材等の備蓄強化、県内養鶏場
の緊急消毒を実施

とやま型スマート農業推進事業

①スマート農業指導員（仮称）の育成及び他県との連携
②モデル経営体における現地での技術・経営実証

　スマート農業の推進活動や、普及に係る事業を実施するほか、スマート農業
拠点の運営・研修を実施

　農業経営安定資金に特別融資枠を創設し、大雪による被害を受けた農業者に
対し、県・農業協同組合等が協力し、貸付金利を引き下げ

　スマート農業の普及・定着を図るため、スマート農業指導員（仮称）の育成
や他県との連携、現地実証を実施

①とやま型スマート農業推進コンソーシアムによる推進活動
②スマート農業技術の面的普及に向けた実証
③園芸産地の課題解決を図るｽﾏｰﾄ農業の取組みに定額補助
④スマート農業普及センターにおいて、新たに農業高校生や
就農希望者等を対象に、体験研修を実施

①防護服やマスクなどの防疫資材等を追加で購入・備蓄
②100羽以上飼養する県内養鶏場（27戸）に消毒用の消石灰
を配布

家畜伝染病予防費負担金（国1/2）等

地方創生臨時交付金（国10/10)

スマート農業実証プロジェクト（国10/10）等

大雪による農業被害に対する特別融資枠の創設

高病原性鳥インフルエンザへの対応【補正】



拡 (農村整備課) 85,790

事業内容

財　　源

※２月定例会当初同時提案分

新 (農村整備課) -

事業内容

財　　源

(農村振興課) 779,100

事業内容

財　　源

拡 (農村振興課) 512,490

事業内容

財　　源

拡 (農村振興課) 222,420

事業内容

財　　源

①加工・直売所等の整備に1/2補助（上限1億円）
②農林漁業者や加工､販売業者が協働で実施する商品開発や
販路開拓等の取組みを定額補助　　等

６次産業化総合対策事業

　６次産業化に取り組む農業者の施設整備への支援に加えて、地域の食や農を
とりまく関係者のネットワーク化によるビジネスモデルの創出を支援

　県が行う農業水利施設の長寿命化対策に新たな負担割合を適用することによ
り、農家負担を軽減

長寿命化対策にかかる農家負担率の引下げ(15%→7%)

鳥獣被害防止総合対策事業【一部補正】

　農地等への鳥獣の侵入防止対策に係る新技術の実証をはじめ、イノシシの捕
獲活動や捕獲イノシシの処分施設の整備を支援

①広報啓発の強化
②安全点検マップ作成の補助（上限200千円/地区）
③セミハード対策整備の補助（上限1,000千円/地区）
④転落防止柵整備の補助

中山間地域等直接支払交付金(国1/2)等

鳥獣被害防止総合対策交付金（国10/10）等

①中山間地域等直接支払交付金を活用した継続的な農業生産
の支援
②中山間農地の特色を踏まえ農業所得の向上を目指すモデル
農業者の育成
③保全管理農地の有効活用、機械除草の実証、新産地の育成

農業水利施設の長寿命化対策における農家負担の軽減

元気な中山間地域づくり支援事業費

　中山間地における継続的な農業生産や棚田保全活動を支援するほか、農業所
得の向上を目指すモデル農業者を育成

農業用水路安全対策整備事業（国1/2）等

農業用水路事故防止対策事業【一部補正※】

-

食料産業・６次産業化交付金（国10/10）等

　安全対策ガイドラインに基づいたソフト及びハード・セミハード対策を総合
的に推進

①イノシシ侵入防止新技術の実証(道路からの侵入防止技術)
②5Gを活用した鳥獣追い払いシステムの普及
③CSF緊急対策捕獲強化の活動に補助（7,000円/1頭）
④鳥獣専用焼却施設の整備に1/2補助　　等



拡 (森林政策課) 56,910

事業内容

財　　源

拡 (森林政策課) 471,690

事業内容

財　　源

(森林政策課) 582,472

事業内容

財　　源

拡 (森林政策課) 17,734

事業内容 　

財　　源

拡 (水産漁港課) 28,400

事業内容

財　　源

拡 (水産漁港課) 1,090,000

事業内容

財　　源

　国の「林業・木材産業成長産業化総合対策」を活用し、川上から川下までの
取組みに対し総合的に支援

林業成長産業化推進事業【一部補正】

　里山林や混交林の整備などを実施するとともに、昨今のクマの人里や市街地
への大量出没を受け、効果的な里山林整備の今後の進め方を検討

①クマ対策に寄与する効果的な里山林整備の進め方を検討
②里山林や混交林の整備、森林ボランティアの活動支援等

水と緑の森づくり基金（10/10）等

富山県林業カレッジ運営推進事業

①路網、高性能林業機械、木材加工流通施設の整備等に補助
②県有林を活用したスマート林業の普及

林業・木材産業成長産業化促進対策交付金（国10/10等）等

地方創生臨時交付金（国10/10）等

富山県林業カレッジに「スマート林業コース」を新設
林業に必要な技術、資格取得研修等を実施

林業・木材産業成長産業化促進対策交付金（国1/2）等

　情報発信力が強く消費量の多い三大都市圏において、「富山のさかな」のＰ
Ｒ及び販路拡大、販売促進等を図るもの

森林経営管理支援基金（10/10）等

水と緑の森づくり事業

森林経営管理総合支援事業

　市町村による新たな森林管理システムが円滑に進むよう、森林環境譲与税を
活用し、市町村の実情に応じた支援や森林クラウドの構築等を実施

①森林経営管理総合支援センターによる市町村支援
②航空レーザ計測による森林資源情報の整備と併せて新たに
森林クラウドを構築

地方創生拠点整備交付金（国1/2）等

富山県栽培漁業センター改修整備事業【補正】

　効率的な素材生産を担う技術者や新たにＩＣＴを活用したスマート林業に対
応できる人材を育成

「富山のさかな・水産加工品」ブランド化推進事業

①「富山のさかな」ブッフェフェア
②シーフードショーへの出展及びＰＲイベントの開催　等

　氷見栽培漁業センターについて、クロダイ種苗の増産や教育・産業観光に対
応した施設への改修整備を実施

新クロダイ棟、新管理棟（交流館）の整備等



新 (農林水産総合技術センター) 14,340

事業内容

財　　源

拡 (建設技術企画課) 16,000

事業内容

財　　源

新 (道路課) 400,000

事業内容

財　　源

(企・電気課) 180,000

事業内容

財　　源

(企・電気課) 40,000

事業内容

財　　源

(警・交通規制課) 400,000

事業内容

財　　源

①民間活力を活用した設計施工一括発注方式による３発電所
は実施設計業務に着手
②若土発電所は土木設備に係る工事を発注

電気事業・ガス事業債

都道府県警察施設整備費補助金（1/2）等

除雪オペレータ確保支援事業

立山温泉地域での地熱資源開発調査

　脱炭素社会の実現に向けて取り組む地熱発電開発の事業リスク低減に資する
調査を継続実施

富山湾漁場環境総合調査事業

　富山湾の広域的かつ総合的な漁場環境の評価のため、５年ごとに水質・底
質・藻場を調査

①信号機の新設（２カ所）
②信号灯器のＬＥＤ化（25カ所）　等

①資格取得、講習会受講に係る経費の補助（3/4補助）
②除雪オペレータ実地研修の開催
③除雪作業に係る環境改善経費への補助（1/2補助）

富山湾全域で水質36定点、底質70定点及び衛星画像を用いた
リモートセンシング技術を活用した藻場の調査

交通安全施設の新設・改良

　除雪体制の強化のため、除雪の担い手の確保・定着を支援

一般財源

地方創生推進交付金（国1/2）

県営水力発電所リプレース事業

これまで実施していない手法で深さ数kmまでの地下構造をよ
り詳細に探査

建設改良費

　子供をはじめとした歩行者等の安全・安心の確保を図るため、信号機を新
設、増灯、ＬＥＤ化

　４発電所（庄東第一、大長谷第二、仁歩、若土）について、固定価格買取制
度を活用したリプレース（全面的更新）を実施

道路監視カメラの増設など情報発信の強化【補正】

　主要な交差点等を中心に道路監視カメラを増設するとともに、ホームページ
の改修やサーバを増強

①道路監視カメラ増設　100基（59基⇒159基）
②ホームページ改修　等

緊急防災・減災事業債等



(警・警務課) 46,789

事業内容

財　　源

(警・会計課) 74,000

事業内容

財　　源

６　スポーツ・文化の振興、多様な人材の活躍、SDGｓの推進

新 (企画調整室) 2,000

事業内容

財　　源

新 (企画調整室) 7,700

事業内容

財　　源

新 (スポーツ振興課) 204,600

事業内容

財　　源

富山中央警察署石金交番の建替整備事業

都道府県警察施設整備費補助金（1/2）等

地方創生推進交付金（国1/2）

　県内の若者の斬新な発想やアイディアを県の総合計画等の施策に反映させる
ため、若者からの政策提案と知事との意見交換を行うフォーラムを開催

①SDGｓ宣言の募集、取組み紹介
②SDGｓワークショップの開催
③SDGｓ普及啓発事業の1/2を補助（上限：市町村500千円、
団体等100千円）

緊急防災・減災事業債等

富山県武道館整備事業

①実施設計の実施・策定
②ＰＦＩ導入に係る可能性調査

「とやまワカモノ・サミット（仮称）」開催事業

警察機動センターの建設工事

県民総参加のSDGｓ推進事業

①政策提案を公募、プレゼンテーション形式で最終提案
②知事と若者との意見交換の場の設定

一般財源

　事案発生時の初動対応力・機動力の確保、警察署への支援強化

　築後51年経過により老朽化した富山中央警察署石金交番を建替え

庁舎の建設（解体含む）

一般単独事業債

　本県の武道やスポーツの振興、地域活性化、防災力の向上に資する富山県武
道館の実施設計とＰＦＩ導入の可能性調査を実施

　県民のSDGｓ（持続可能な開発目標）への理解を深め、市町村、企業・団体
等の取組みを一層促進

警察機動センター新築整備事業



(スポーツ振興課) 94,470

事業内容

財　　源

(スポーツ振興課) 105,500

事業内容

財　　源

(スポーツ振興課) 4,800

事業内容

財　　源

新 (少子化対策・県民活躍課) 5,000

事業内容

財　　源

拡 (少子化対策・県民活躍課) 5,500

事業内容

財　　源

新 (国際課) 1,700

事業内容

財　　源

①政府間会合の開催
②歓迎レセプションの開催

地方創生推進交付金（国1/2）

　NOWPAP政府間会合の本県での開催及び来県者への本県のPRを実施

富山マラソン大会開催事業

市町村負担金

パラリンピック聖火フェスティバル開催事業

①在宅ワークの普及、在宅ワーカーの育成研修の開催
②在宅ワークセミナー、ワークショップの開催

①テレワーク活用促進セミナーの開催
②ＩＴ人材育成研修の開催

　東京オリンピックの県内での聖火リレーの実施

　女性の働き方の選択肢として在宅ワークの普及を図るため、セミナー及び実
践機会を提供（募集定員を拡充）

リレー及び出発・到着式実施に係る警備等

フルマラソン、車いす、ジョギングの３種目を実施

東京2020オリンピック聖火リレー開催事業

　県民総参加によるスポーツの振興と、富山の魅力を県内外に発信し、交流人
口の拡大を図るため、富山マラソンを開催

　県内企業にテレワークの導入利点を紹介し、普及を図るとともに、人材育成
研修を開催し、企業内の体制づくりを支援

一般財源

テレワーク普及促進事業

富山市負担金（1/3）

スポーツ振興くじ助成金、ふるさと納税

NOWPAP IGM（政府間会合）開催事業

　東京パラリンピック聖火リレーへの県内からの出立式等の実施

パラリンピック聖火リレー出立式の実施等

地方創生臨時交付金（国10/10）

女性の多様な働き方推進事業



拡 (国際課) 1,800

　

事業内容

財　　源

新 (国際課) 124,163

　

事業内容

財　　源

新 (県民生活課) 2,000

事業内容

財　　源

拡 (文化振興課) 9,000

事業内容

財　　源

新 (文化振興課) 21,940

事業内容

財　　源

拡 (文化振興課) 7,000

事業内容

財　　源

とやまKOGEI推進プロジェクト

　エシカル消費を県民に浸透させるため、県と包括連携協定を結ぶ企業（スー
パーマーケット）の協力を得て「エシカルフェア」を開催

①店内にエシカル商品コーナー、リサイクル取組紹介コー
  ナー及び啓発資料（パネル、チラシ等）の設置
②消費者向け「エシカル消費ミニ講座」の開催

  環境保全基金(10/10　※国1/2)

「新しい生活様式」対応型舞台芸術活動支援事業

地方創生臨時交付金(国10/10)

次世代育成音楽ふれあい事業

①中高生のためのレクチャー＆コンサートの開催
②バッハ音楽祭とやまへの支援

地方創生推進交付金(国1/2)等

日本語教育人材養成・研修カリキュラム等開発事業（国10/10）

　次世代の文化を担う人材を育成するとともに、県民に身近な場所で質の高い
音楽を提供するため、様々な音楽事業を展開

①カリキュラム・教材開発
②養成講座の試行実施

「新しい生活様式」に対応した舞台公演への開催補助金
　(補助率1/2　上限20万円）

　新型コロナウイルス感染症対策を実施したうえで舞台公演を開催する芸術文
化団体等に対して、公演及びその練習に要した施設使用料を支援

地方創生推進交付金(国1/2)　等

　国際工芸アワードとやまの成果を踏まえ、伝統と革新を併せ持つ「富山の工
芸」を発信するため、巡回展やシンポジウム等を実施

企業参画型エシカル消費PR事業

ホストタウン等新型コロナウイルス感染症対策事業

日本語学習インストラクター養成事業

　日本語教育人材の確保・育成のためのカリキュラム開発、養成講座の実施

①アワード受賞者と県内工芸職人の協同制作プログラム開催
②アワード受賞作等の巡回展開催
③とやま工芸シンポジウム開催

　ホストタウンや事前キャンプ地において、各種新型コロナウイルス感染症対
策を実施

ホストタウン等（市町村）が実施する新型コロナウイルス感
染症対策への交付金の交付　など

ホストタウン等新型コロナウイルス感染症対策基金（国10/10）



新 (文化振興課) 6,500

事業内容

財　　源

新 (環境政策課) 219,772

事業内容

財　　源

新 (環境政策課) 5,000

事業内容

財　　源 地方創生推進交付金（国1/2）

新 (環境政策課) 3,000

事業内容

財　　源

拡 (環境政策課) 2,000

事業内容

財　　源

新 (環境政策課) 2,000

事業内容

財　　源 地方創生推進交付金（国1/2）

　家庭由来の食品ロスのうち本県での割合が全国より大きい「手付かず食品」
を有効利用するため、フードドライブの取組みを拡大

県民公園新港の森園内街路灯全基（140基）　等

①情報収集、ニーズ調査
②産学官が連携した研究会、推進会議等の開催

立山博物館開館30周年記念事業

フードドライブ拡大事業

地方消費者行政強化交付金（国1/2）

　全国で頻発する大規模災害に伴う大量の災害廃棄物の迅速な処理が求められ
ており、初動対応で最も重要な仮置場の設置・運営訓練を実施

　海岸漂着物の約８割が県内由来であるため、発生源となる街なかの散乱ごみ
について県民参加型調査を行い、地域や業界と連携した対策を推進

①街なかの散乱ごみの分布調査（デジタル技術等を活用）
②アクションプラン～散乱ごみ対策～（仮称）の策定　等

対象：県・市町村の職員、県産業資源循環協会等
内容：開設から運営までの一連の作業を実施・確認

街なかからの海洋ごみ発生抑制対策推進事業

県有施設照明LED化工事

　立山博物館開館30周年記念式典・講演会の開催等

地域活性化事業債等

災害廃棄物処理体制強化促進事業

①市町村、関係団体などによるリレーフードドライブの実施
②スーパーでの実施店舗の拡大に向けた実証実験　等

　県内でのカーボンリサイクル等グリーンイノベーションの取組みを推進する
ため、産学官が連携した研究会、推進会議等を開催

地域環境保全対策費補助金（国7/10）

　県有施設の照明を消費電力が少ないLEDに率先して交換し、電気使用量を大
幅に抑えることで、積極的に温暖化対策を推進

とやま版グリーンイノベーション推進事業

①立山博物館開館30周年記念式典・講演会の開催
②立山曼荼羅記念図録の作成

地方創生推進交付金(国1/2)



拡 (環境政策課) 5,500

事業内容

財　　源

拡 (自然保護課) 1,556

事業内容

財　　源

新 (自然保護課) 2,990

事業内容

財　　源

新 (環境保全課) 5,000

事業内容

財　　源

新 (環境保全課) 2,000

事業内容

財　　源

新 (環境保全課) 1,500

事業内容

財　　源

地方創生推進交付金（国1/2）

富山湾の水質保全推進事業

　陸域の工場等から富山湾へ流入する汚濁物質の実態を把握し、事業者と連携
した水環境の保全を推進

汚濁負荷量の調査

ジュニアナチュラリスト活動促進事業

　プラスチック製食品容器について、スーパー等の事業者を対象にノートレイ
や紙、バイオマスプラスチック等の代替容器への転換を推進

①課題把握のための県民・事業者への調査
②ワーキンググループでの削減方策取りまとめ・PR

地方創生推進交付金（国1/2）

「とやまの名水」魅力再発信事業

立山地域のライチョウ生息数調査を実施
（立山地域では平成28年度以来の実施）

　ジュニアナチュラリスト養成講座を３年ぶりに開講するとともに、新たに新
規・既存ジュニアナチュラリストを対象にした自然保護・体験活動を実施

　富山県選定「とやまの名水」の広報宣伝素材を更新してその魅力を再発信
し、県民の水環境保全意識の高揚、地域活性化、観光振興に活用

立山ライチョウ生息数調査

エコな配達推進事業

　排出量が増加している運輸部門の温室効果ガスを削減するため、県民・事業
者・行政が連携協力して再配達を減らす富山モデルを構築

地方創生推進交付金（国1/2)

環境保全基金(10/10　※国1/2)

①ジュニアナチュラリスト養成講座の開講
②ジュニアナチュラリスト交流事業

地方消費者行政強化交付金（国1/2）等

プラスチック容器削減・転換推進事業

環境保全基金（10/10　※国1/2）

　ライチョウの保護対策事業の基礎資料とするため、立山におけるライチョウ
の生息数調査を実施

「とやまの名水」広報宣伝素材の更新

①ノートレイに関する周知・啓発、勉強会の開催等
②代替容器導入への補助　補助率１/２



(厚生企画課) 45,000

事業内容

財　　源

新 (障害福祉課) 1,000

事業内容

財　　源

新 (障害福祉課) 2,400

事業内容

財　　源

拡 (障害福祉課) 8,900

事業内容

財　　源

新 (障害福祉課) 2,200

事業内容

財　　源

新 (障害福祉課) 1,000

事業内容

財　　源

①農福連携コーディネーターの配置、②農福連携マルシェの
開催、③福祉事業所での農業体験　等

地域生活支援事業費等補助金（国1/2）

医療的ケア児等訪問看護体制整備事業

地域生活支援事業費等補助金（国1/2）

カフェでの施設外就労の受入れ、障害者就労施設の商品や活
動内容の紹介、障害者芸術作品の展示

　障害者スポーツの更なる理解啓発を図るため、パラリンピアンを招き、障害
者スポーツ体験イベント等を実施

パラリンピアンを招いた障害者スポーツ体験イベントを開催

　医療的ケア児者の地域での在宅医療体制を整備するため、訪問看護ステー
ションに対する研修を実施

訪問看護ステーションに対し、技術指導の研修を個別実施

農福連携マッチング事業

地域生活支援事業費等補助金（国10/10）　等

発達障害者等青年期支援事業

青年期の発達障害者等の自己理解の促進、自立に向けた課題
整理等を目標とするワークショップを開催

　令和３年春に富山県リハビリテーション病院・こども支援センターに開設す
るカフェを活用して障害者の就労支援等を実施

　青年期の発達障害者等の居場所作り等を支援

地域医療介護総合確保基金（10/10　※国2/3）

地域生活支援事業費等補助金（国1/2）

　農福連携の推進のため、新たに福祉事業所での農業体験など、農業経営体と
福祉事業所とのマッチングに向けた取組を実施

ふれあいパラスポーツフェスタ（仮称）開催事業

チャレンジカフェ活性化事業

福祉のまちづくり推進事業

　あいの風とやま鉄道滑川駅にエレベーター（２基）を設置するための市町村
の補助を支援

工事費用の1/6を滑川市へ補助

地域鉄道対策事業債



拡 (障害福祉課) 302,741

事業内容

財　　源

新 (経営支援課) 3,000

事業内容

財　　源

新 (経営支援課) 21,000

事業内容

財　　源

新 (労働政策課) 1,500

事業内容

財　　源

(労働政策課) 30,136

事業内容

財　　源

拡 (労働政策課) 20,000

事業内容

財　　源

　人材育成から輸出促進まで一気通貫で支援するプログラムの策定に向けた会
議を設置するとともに、新たな伝統工芸フェアを開催

社会福祉施設等施設整備費補助金（国2/3）等

とやま伝統工芸 REAL＆EC 展示販売事業 in China

　障害福祉サービス事業所等の利用者の安全・安心を確保するため、施設の新
築や老朽化対策等を支援

施設整備の3/4補助（整備内容等に応じて上限あり）

就職氷河期世代・第二新卒等正規雇用強化事業

①「KOGEIミライ会議（仮称）」の設置
②「とやま伝統工芸フェア」の開催

①正社員就職プログラム、②合同企業説明会／面接会、
③就職後の離職防止のための職場定着支援　等

地域活性化雇用創造プロジェクト（国4/5）等

　中国北京でのPR展示会・交流会の開催に加え、越境ＥＣサイトに本県伝統工
芸品の特設サイトを出店し、リアルとネットの双方向から販路拡大を支援

　県内企業のオンライン採用を支援するため、採用HPの必要性やオンライン説
明会の利点等についてセミナーを実施

①北京でのPR展示会の開催
②越境ＥＣサイトへの出店

地方創生推進交付金（国1/2）

オンライン採用セミナーの開催

　就職氷河期世代・第二新卒等の正規雇用を支援するため、研修や合同企業説
明会に加え、企業向けセミナー、就職後の定着支援などを総合的に実施

障害者福祉施設等の新築・改修等への支援【一部補正】

オンライン採用促進事業

一般財源

「伝統工芸文化継承・産業振興プログラム」推進事業

ヤングジョブとやまの運営

地方創生推進交付金（国1/2）

　若年者の就業的自立促進や早期離職等防止のため、ヤングジョブとやま等に
おいて、WEB合同企業説明会などコロナ禍にも対応した就労支援を実施

地域活性化雇用創造プロジェクト (国 4/5）

①WEB合同企業説明会・インターンシップ説明会、②学生向
けWEB面接対策セミナー、③保護者向け相談会　等



新 (労働政策課) 7,500

事業内容

財　　源

(労働政策課) 7,000

事業内容

財　　源

(労働政策課) 21,990

事業内容

財　　源

新 (労働政策課) 6,500

事業内容

財　　源

新 (労働政策課) 2,000

事業内容

財　　源

(労働政策課) 6,000

事業内容

財　　源

障害者の雇用啓発・雇用機会確保事業

Ｔターン推進強化事業

　県内学生の県内定着（Ｔターン：Ｔoyamaターン）を促進するため、若手社
員と学生との座談会や人材確保手法を学ぶ企業向けセミナー等を実施

一般財源

　障害のある学生のインターンシップや職場実習の実施により就職を支援

関係機関と連携しながら、障害のある学生のインターンシッ
プや短期の職場実習を実施

総合相談、出張相談会、就職支援セミナー等

①オンラインインターンシップ導入支援セミナー
②社会人を対象としたインターンシップ説明会　等

特例子会社等の設立に要する経費に対する補助
（補助率：1/3または1/2、上限：300万円）

特例子会社等設立支援事業

①若手社員と学生との座談会
②人材確保手法を学ぶ企業向けセミナーの開催
③ポータルサイトの構築　等

オンライン・社会人インターンシップ導入支援事業

　一般就労を考えている障害者と障害者を雇用したい企業に向けて、就職活動
や採用等に役立つ情報を発信し、障害者雇用の啓発を図るもの

①啓発用リーフレットの作成
②県特設HPによる周知

　障害者の雇用の拡大・定着を図るため、特例子会社や特定組合等の設立に要
する経費に対し補助するもの

　オンラインによるインターンシップや社会人を対象としたインターンシップ
を推進するため、導入セミナーや合同企業説明会を開催

地方創生推進交付金 (国1/2）

　出張相談会の実施などにより専門的知識や技術を有する高齢者の就業と県内
企業の人材確保を支援

障害のある学生のチャレンジトレーニング等事業

地方創生推進交付金（国1/2）

地方創生推進交付金 （国1/2）等

とやまシニア専門人材バンク事業

地方創生臨時交付金（国10/10）

一般財源



(労働政策課) 3,800

事業内容

財　　源

(労働政策課) 2,250

事業内容

財　　源

拡 (農産食品課) 9,600

事業内容

財　　源

拡 (農業技術課) 5,000

事業内容

財　　源

新 (生涯学習・文化財室) 1,000

事業内容

財　　源

新 (県立学校課) 1,200

事業内容

財　　源

障害者の一般就労トータルサポート事業

　障害者の福祉的就労から一般就労への移行促進や障害者の職場定着を支援す
るため、コーディネーターによる企業担当者への個別支援等を実施

酒粕給与による「とやま和牛」ブランド化推進事業

　社会状況の変化を踏まえた新しい特別支援教育・就労支援の充実に向けた将
来構想を策定

①ブランド化検討会の開催
②酒粕入り補助飼料の開発・検証、給与マニュアルの作成
③酒粕給与牛の知名度向上のためのPR活動の実施

地方創生推進交付金（国1/2)

日本語研修に対する補助（補助率1/2、上限15万円）

学識経験者や保護者等から構成する将来構想会議（仮称）を
設置し、新たな構想案を策定（年３回会議を開催）

①とやま食ロスゼロ作戦の推進
②フードバンク活動のモデル実証

　酒粕を給与した｢とやま和牛｣のブランド化に向け、飼料の開発とPR活動を実
施

新しい時代の富山の特別支援教育構想策定事業

　県内企業における外国人材の確保・定着を図るため、企業が実施する日本語
研修等を支援

地方創生推進交付金（国1/2）

食品ロス・食品廃棄物削減対策事業

　「富山県食品ロス・食品廃棄物削減推進県民会議」を核とした全県的な食品
ロス削減運動展開のため、「とやま食ロスゼロ作戦」等を推進

一般財源

勝興寺国宝化推進事業

外国人材日本語習得サポート事業

　平成の大修理を終えた重要文化財勝興寺の国宝指定を目指し、学術的な価値
の検証と情報発信を支援

地方消費者行政強化交付金（国1/2）等

高岡市が実施する勝興寺の文化的価値の調査研究と魅力ＰＲ
の取組みを支援（補助率1/2）

地方創生推進交付金（国1/2）

①企業担当者へのコーディネーターによる個別支援
②障害者・家族等と企業との交流会の開催

一般財源



７　教育の充実など人材育成の推進

拡 (企画調整室) 5,080

事業内容

財　　源

拡 (企画調整室) 122,028

事業内容

財　　源

拡 (企画調整室) 77,448

事業内容

財　　源

新 (企画調整室) 3,600

事業内容

財　　源

新 (企画調整室) 1,500

事業内容

財　　源

　県内大学に進学する県内在住の子弟を対象に、地域貢献活動参加等を条件と
して家賃の一部を支援

町内の清掃活動や雪下ろしなど地域貢献活動への参加等を要
件に家賃を助成（月1万円、助成人数30名）

地方創生推進交付金（国1/2）

とやま学生居住支援事業

県内大学生等留学支援事業調査

私立高校生の就職を支援するキャリア教育アドバイザーの勤
務日数等を拡充

　コロナ禍での私立高校生の就職を支援するため、事業を拡充

地方創生臨時交付金（国10/10）

私立高等学校キャリアプランニング推進事業

一般財源

私立高等学校生徒奨学補助金

各大学や民間団体（JASSO等）の留学制度の実態調査等

高等学校等修学支援事業費補助金（国1/3）

　私立高校生をもつ世帯の教育費負担を軽減するため、授業料や入学時納付金
を減免（多子世帯の入学時納付金を新たに減免）

一般財源

　県民であり県内大学で学ぶ学生等が交換留学等に挑戦する際に経済的支援を
行う留学助成制度についてニーズ調査を行うとともに制度新設を検討

①国の無償化対象外である年収590～910万円世帯の授業料の
一部助成（3,300円/月）
②これまでの低所得世帯に加え、新たに年収590万円未満の
多子世帯に対し入学時納付金を助成(上限124,350円)

非課税世帯[全日制]第1子129,600円/年（R②103,500円/年）
　　　　　　　第2子以降150,000円/年（R②138,000円/年）
　　　　　[通信制]50,100円/年（R②38,100円/年）　ほか

私立高等学校等奨学給付金

　私立高校生等の授業料以外に要する教育費を支援する奨学給付金を交付（非
課税世帯の単価を拡充）



拡 (企画調整室) 5,400

事業内容

財　　源

(企画調整室) 3,045

事業内容

財　　源

新 (建築住宅課) 2,730

事業内容

財　　源

新 (教育企画課) 3,350

事業内容

財　　源

(教育企画課) 1,539,500

事業内容

財　　源

(教育企画課) 574,300

事業内容

財　　源

一般財源

リカレント教育等産学官連携推進事業

　リカレント教育推進のための産学官連携会議や普及啓発事業を実施

①富山県リカレント教育等産学官連携推進会議の開催
②リカレント教育普及啓発リーフレットの作成・配布
③リカレント教育等産学官連携講座への助成

地方創生推進交付金（国1/2）

①屋外アーチェリー場等の整備（入善高校）
②フェンシング練習場等の整備（富山北部高校）
③トレーニングハウスの整備（高岡高校）

公共施設等適正管理推進事業債

教育環境のデジタル化推進事業

①富山西高校長寿命化改修
②高岡南高校長寿命化改修

県立学校施設の長寿命化改修

「県立学校長寿命化計画」に基づく県立学校施設の計画的な老朽化対策を実施

　社会のデジタル化推進や社会人の学び直しのニーズに応じ、オンラインによ
る教育プログラムを提供

公共施設等適正管理推進事業債

　ＡＩやＩｏＴ等の技術革新やグローバル化などの進展を見据え、学校におけ
るデジタル環境の整備やＩＣＴ教育の総合的・計画的な推進を図るもの

①教育環境のデジタル化推進委員会（仮称）の設置
②民間の教育CIO補佐等の配置

県立大学ビジネスパーソン・スキルアップ支援事業

　高校再編により新設された新高校において、部活動や教育環境の充実を図る
ため必要な施設・設備の整備を実施

一般財源

学生の受入れに必要な太閤山団地５戸の改修

高校再編関連施設整備事業

　県立大学の学生を対象に、地域貢献活動参加等を条件として、県営住宅の空
き室を提供

県営住宅を活用した学生居住支援モデル事業

地方創生推進交付金（国1/2）

①若手エンジニアステップアップセミナー
②先端技術リカレント教育セミナー
③ＤＸ導入支援セミナー



新 (教育企画課) 4,900

事業内容

財　　源

新 (教育企画課) 1,212,000

事業内容

財　　源

新
(生涯学習・文化財室)

(保健体育課) 8,296

事業内容

財　　源

拡 (教職員課) 8,400

事業内容

財　　源

拡 (教職員課) 226,552

事業内容

財　　源

拡 (教職員課) 331,032

事業内容

財　　源

　国に先行した小学校３、４年生の35人学級の実施とともに、少人数指導と組
み合わせた効果的な少人数教育推進のための教員を小中学校に配置

高岡支援学校小学部棟整備事業

　小学部の教室不足解消及び環境改善のため、新たに小学部棟を整備

教育支援体制整備事業費補助金（国1/3）

スクール・サポート・スタッフ配置事業

少人数教育実施のための教員の増員及び非常勤講師の配置

地方創生推進交付金（国1/2）

地域部活動推進事業委託金（国10/10）

小学部棟整備に向けた地質調査・基本設計を実施

　優れた教員を安定的に確保するため、教員養成講座等を実施するほか、新た
に就職支援協定締結大学で若手教員との座談会を開催

「とやまで教員」応援事業

　休日部活動の地域移行に向けて、拠点校において実践研究を実施すると共
に、地域ぐるみの部活動支援環境を構築

学校教育施設等整備事業債

県内すべての公立小・中・義務教育・高等・特別支援学校
（全311校）に拡充配置

①休日部活動の地域移行に向けた実践研究
②スポーツ・芸術文化活動に貢献する企業の登録制度及び表
彰制度の創設に向けた検討

①教員UIJターンセミナー
②教員養成講座「TOYAMAてぃーちゃーず’カレッジ」
③教員養成の出前講座や若手教員との座談会

地方創生臨時交付金（国10/10）等

　農業や工業等の職業系専門学科におけるデジタル化に対応した産業教育設備
の整備を進め、ＤＸ等に対応した職業人材を育成

３Ｄプリンタ、産業ロボットマシン、ＶＲシステム、農業ハ
ウス用自動環境制御装置等の産業教育設備の整備

学校施設環境改善交付金（国1/3）等

　教員の多忙化を解消するため、学校における通常業務や新型コロナウイルス
感染症拡大防止のための新たな業務を支援するサポート人材を配置

デジタル化対応産業教育設備整備事業【補正】

地域部活動推進事業

少人数教育推進事業



拡 (教職員課) 37,031

事業内容

財　　源

(県立学校課) 90,868

事業内容

財　　源

新 (県立学校課) 12,000

事業内容

財　　源

拡 (県立学校課) 9,026

事業内容

財　　源

拡 (県立学校課) 5,400

事業内容

財　　源

新 (県立学校課) 2,000

事業内容

財　　源

高校生職業教育プログラム推進事業

部活動指導員配置促進事業

　高校生の就職活動を支援するアドバイザーを配置し、面談や面接指導等の助
言、求人開拓や地元企業との連携を実施

①アカデミック・インターンシップの実施
②富山の企業魅力体験バスツアーの拡充（４校→14校）

ＩＣＴ教育推進事業

　県立学校におけるＧＩＧＡスクール構想の推進に向け、技術的支援を行う人
材の配置やオンライン授業実施体制の整備

キャリア教育アドバイザーの配置

県立学校プロジェクト学習推進事業

①プロジェクト学習等の課題実践に取り組む学校支援(52校)
②学校間連携活動への支援（10件）

　部活動に係る教員の負担軽減と競技力の向上を図るため、部活動指導員を配
置

①中学校への配置支援を拡充（91名→114名）
②県立高校への配置を拡充（26名→29名）

①ICT機器活用や障害対応にあたる支援人材を全校に派遣
②オンライン教育推進に向けた機器の整備等

一般財源

①県内企業人･経営者等によるオンラインフォーラムの開催
②職業教育プログラムのあり方に関する調査・検討

地方創生推進交付金（国1/2）

　高校生の勤労観・職業観醸成のため、大学における実験・実習等の体験や、
県内企業における見学・実技体験活動を実施

　地域の特色や産業界のニーズを踏まえた富山ならではの職業教育プログラム
を策定し、全ての県立高校でキャリア教育の充実を図るもの

地方創生臨時交付金（国10/10）

アドバイザーを２名から４名に増員して県内４地区で支援を
実施

地方創生臨時交付金（国10/10）等

社会に羽ばたく「17歳の挑戦」事業

教育支援体制整備事業費補助金（国1/3）

地方創生推進交付金（国1/2）

　新学習指導要領の円滑な実施に向け、県立学校のカリキュラム･マネジメン
ト推進や、主体的な学びの促進のためにプロジェクト学習の推進を支援



新 (県立学校課) 2,000

事業内容

財　　源

新 (県立学校課) 72,788

事業内容

財　　源

新 (小中学校課) 6,500

事業内容

財　　源

８　観光振興など選ばれる県づくり

(企画調整室) 13,200

事業内容

財　　源

(企画調整室) 11,000

事業内容

財　　源

新 (企画調整室) 18,400

事業内容

財　　源

通学バスを運行する特別支援学校５校において乗車率が１/
２未満となるようバスを増便運行

グローバル化に対応した外国語教育推進事業委託費（国10/10）

地方創生臨時交付金（国10/10）

学校保健特別対策事業費補助金（国1/2）

①パネル展示（立山砂防の解説など）
②立山砂防のドローン映像放映・ＶＲ体験　など

①１人１台端末活用研修の開催
②端末等活用事例集の作成

英語・グローバル教育充実事業

　高度な英語力を持ち、世界で活躍するグローバル人材を育成するため、学習
到達目標の活用を促進し、全県で英語指導の一層の充実を図るもの

①サイクルステーションにおけるゲートウェイ機能の整備
②ナショナルサイクルルート指定のＰＲ（サイト改修）
③案内標識、路面標示へのロゴマークの設置　　　など

ナショナルサイクルルート推進事業

地方創生推進交付金（国1/2）

 「富山湾岸サイクリングコース」のナショナルサイクルルート候補の選定を
受け、受入環境や走行環境等の一層の充実に向けた整備・検討を実施

立山砂防の顕著な普遍的価値発信事業

地方創生推進交付金（国1/2）

①研究拠点校での研究・実践、英語教員やＡＬＴの研修
②国際バカロレア資格導入への調査･研究

　１人１台端末等を活用した効果的な授業実践のため、小中学校教員を対象と
した研修等を実施

地方道路等整備事業債等

ＧＩＧＡスクール構想推進事業

　特別支援学校のスクールバス運行にあたり、新型コロナウイルス等の感染防
止対策として臨時増便により乗車率を抑え、通学時のリスクを軽減

特別支援学校通学バス感染症対策事業

立山砂防の国際的価値発信事業

　ユネスコ本部企画展への出展により立山砂防の国際的価値をアピール

　立山砂防の顕著な普遍的価値を検証・発信するシンポジウムを開催

①基調講演・パネルディスカッション
②エクスカーション



(企画調整室) 1,000

事業内容

財　　源

新 (企画調整室) 1,500

事業内容

財　　源

(首都圏本部) 6,500

事業内容

財　　源

新 (地方創生・中山間対策室) 30,000

事業内容

財　　源

新 (地方創生・中山間対策室) 8,000

事業内容

財　　源

新 (地方創生・中山間対策室) 15,700

事業内容

財　　源

太閤山ランド魅力向上調査事業

　太閤山ランドが、ＩＣＴ技術等の活用を通じて、子どもから大人までが楽し
め、夢がありわくわくする拠点となるよう調査・検討を実施

「新たな地域資源」民間連携発信事業

太閤山ランドに新たな魅力を創造する企画案の調査・検討

元気とやま未来創造基金（10/10）

リモートで富山とつないだイベントや富山産「内食」の発
信、特別展示等を実施

地方創生臨時交付金（国10/10）

首都圏魅力発信イメージアップ事業

　新型コロナの影響を受ける県内事業者を支援するため、日本橋とやま館で富
山の魅力を体感できる企画を実施し、県産品や県内観光地の発信力を強化

県内事業者支援in日本橋とやま館事業

①地域資源を発掘するワークショップを開催
②県内外に発信する企画展、トークイベントを開催

①メディア向け情報提供会の開催
②首都圏女子等を対象としたオンライン交流会の開催

地方創生臨時交付金（国10/10）

広域連携推進事業

　新型コロナの影響を受ける県内事業者を支援するため、富山の魅力を紹介す
る民間書籍の発刊と連携し、県内地域資源を新たな視点で発掘・発信

　本県の物産・観光、移住・定住促進情報などを首都圏へ効果的かつ総合的に
発信するため、首都圏メディアや消費者向けのＰＲ等を実施

国内大学の入試制度、編入制度の実態調査等

一般財源

　全国の大学の入学状況や編入制度の状況等を調査し、県内の高等教育機関に
おける秋入学や編入の更なる拡充支援を検討

①近隣県との知事懇談会の開催
②日本海沿岸地域との連携による国への要望活動の実施

地方創生推進交付金（国1/2）

　日本海側のインフラ整備を効率的に推進するため、近隣県や日本海沿岸地域
の関係府県との連携を強化

一般財源

高等教育機関入学・編入等調査



新 (移住・UIJターン促進課) 1,500

事業内容

財　　源

拡 (移住・UIJターン促進課) 42,840

事業内容

財　　源

拡 (移住・UIJターン促進課) 2,000

事業内容

財　　源

新 （総合交通政策室） 15,000

事業内容

財　　源

新 (総合交通政策室) 18,000

事業内容

財　　源

新 (総合交通政策室) 2,580

事業内容

財　　源

地方創生臨時交付金（国10/10）

　「とやまロケーションシステム」の利便性向上のため、より使いやすいシス
テムとなるよう必要な改善・改修に対して支援

オープンデータの活用推進に向けたシステム改善等

地方創生推進交付金（国1/2）

地方創生推進交付金（国1/2）

一般財源

定額補助（上限：着陸料・停留料の45/100）

県主催の合同企業説明会等または県内企業でのインターン
シップ参加に伴う交通費への助成（補助率1/2、上限1万円）

　新型コロナの影響により利用が減少している航空路線・ネットワークの維持
のため、富山空港を発着する国内定期路線の運航経費を支援

　地域交流、地域貢献活動を含む「コ・ワーケーション」を行う都市部の企
業・団体を支援

コ・ワーケーションを実施する企業・団体の県内宿泊費の
1/2を補助（＠5,000円/人泊、上限10万円/団体）

地方創生臨時交付金（国10/10）

　空港収支の厳しい状況を踏まえ、新型コロナ収束後における空港運営のあり
方について調査検討を実施

①空港潜在需要調査、②富山きときと空港の将来像検討、
③民間活力の導入手法の検討

とやまＵターン補助金

富山きときと空港運営あり方調査

とやまロケーションシステム機能充実事業費補助金

移住支援金交付事業

　東京23区からの移住者に国・市町村と連携し交付する支援金について、テレ
ワーカーや市町村特認の関係人口を対象に追加するなど事業を拡充

東京23区からの移住者に対する支援金の交付
（単身世帯60万円、世帯100万円）

国内定期航空路線の運航継続への支援【補正】

地方創生臨時交付金（国10/10）

　県主催の合同企業説明会等に参加した学生への交通費助成について、新たに
県内企業でのインターンシップへの参加を対象に追加

とやまワーケーション推進事業



(総合交通政策室) 17,337

事業内容

財　　源

(総合交通政策室) 71,602

事業内容

財　　源

(総合交通政策室) 859,000

事業内容

財　　源

新 (総合交通政策室) 6,500

事業内容

財　　源

拡 (総合交通政策室) 35,000

事業内容

財　　源

拡 (総合交通政策室) 5,100

事業内容

財　　源 地方創生臨時交付金（国10/10）

地域鉄道対策事業債

城端線・氷見線LRT化調査事業

送客人数１人につき定額助成

　富山－札幌便を利用する札幌発の団体観光送客の旅行商品を造成する旅行会
社に対し、送客実績分を助成

地方創生臨時交付金（国10/10）

　JR、沿線市及び県が連携して進めている城端線・氷見線のLRT化など新しい
交通体系の検討の一環として、事業費等の調査を実施

富山県並行在来線経営安定基金（10/10）

札幌便運航再開利用促進事業

富山県並行在来線経営安定基金補助金

地方創生臨時交付金（国10/10）

「富山－札幌便」団体利用促進事業

送客人数１人につき定額助成（冬季限定→通年）

　あいの風とやま鉄道が実施する富山駅－東富山駅間の新駅設置事業に対し支
援

富山駅－東富山駅間の新駅設置

団体観光送客強化促進事業

あいの風とやま鉄道新駅設置支援

①事業費調査等各種調査の実施、②有識者からの相談支援、
③検討会の開催

地方創生推進交付金（国1/2）

　経営計画概要に基づき、あいの風とやま鉄道が実施する運賃値上げの一定程
度抑制等による減収や開業後の安全対策等への投資に対して補助

①運賃値上げの一定程度抑制等に伴う減収補てん
②車両更新等の開業後の安全対策等への投資

　札幌便の就航３０周年を契機とした記念事業を行い、札幌便利用の気運を醸
成し、利用率の向上につなげるもの

①３０周年記念式典の開催
②３０周年記念ＰＲ事業の実施

　富山－羽田便を利用する羽田発の団体観光送客の旅行商品を造成する旅行会
社に対し、送客実績分を助成



拡 (総合交通政策室) 17,000

事業内容

財　　源

拡 (総合交通政策室) 5,000

　

事業内容

財　　源

新 (総合交通政策室) 3,300

事業内容

財　　源

拡 (観光振興室) 25,000

事業内容

財　　源

新 (観光振興室) 580,000

事業内容

財　　源

拡 （観光振興室） 110,000

事業内容

財　　源

地方創生臨時交付金（国10/10）

　国内線利用者の二次交通の充実を図るため、レンタカーキャンペーンを実施

レンタカーを低額で利用できるキャンペーンの実施（冬季限
定→通年）

地方創生臨時交付金（国10/10）

「地元で泊まろう！県民割引キャンペーン」事業【補正】

　感染状況に対応しながら県内観光需要の回復を図り、県内の観光・宿泊事業
者を支援するため、県民向けに宿泊割引キャンペーンを実施

富山きときと空港レンタカーキャンペーン事業

　観光ガイドや地域づくりをリードする人材等を育成するほか、県内大学等と
の連携や修了生の活動事例の発信などを通じ、地域における活動を推進

①とやま観光塾の実施
②県内大学等と修了生との交流・連携事業の実施

2,000円割引（３千円以上の宿泊プラン）
3,000円割引（６千円以上の宿泊プラン）
5,000円割引（１万円以上の宿泊プラン）
割引期間：２月下旬～３月31日までの宿泊

地方創生推進交付金（国1/2）

　富山きときと空港を発着するビジネスジェット機の更なる利用促進を図るた
め、海外のビジネスジェット利用者（富裕層）に向けたＰＲ活動を実施

①国際展示商談会でのＰＲ活動
②空港アドバイザーの委嘱

地方創生臨時交付金（国10/10）

ビジネスジェット誘致強化事業

ウェルカム富山県キャンペーン事業

　県内宿泊者に対し、県の特産品や体験メニューなどの特典をプレゼントする
ほか、北陸３県が合同で、近隣県民向けに宿泊割引キャンペーンを実施

①富山県内で宿泊した旅行者を対象に特産品等をプレゼント
②北陸３県の県民等を対象に宿泊費の割引を実施

地方創生臨時交付金（国10/10）

オンライン旅行会社連携・国内線利用促進事業

　個人利用客の国内線の利用率向上のため、オンライン旅行会社（OTA）と連
携し、特集ページの作成や割引クーポンを発行

OTAのHPに特集ページ作成・割引クーポン発行（対象旅行会
社を１社→２社、実施期間を冬季限定→通年）

地方創生臨時交付金（国10/10）

とやま観光塾開催事業



新 (観光振興室) 30,000

事業内容

財　　源

新 (観光振興室) 17,000

事業内容

財　　源

新 (観光振興室) 7,000

事業内容

財　　源

新 (観光振興室) 32,000

事業内容

財　　源

新 (観光振興室) 20,000

事業内容

財　　源

新 (観光振興室) 26,400

事業内容

財　　源

①観光季刊誌の発行
②デジタルを活用した情報発信

立山・美女平間アクセス施設更新等検討支援事業

　既存の顧客データを活用したデータサイエンスを通じ、モデル的なマーケ
ティングプランの作成やプロモーションに実証的に取り組み、戦略的な誘客と
観光消費の増を図るもの

地方創生推進交付金（国1/2）

①ＥＣ販売プラットフォームの確立、②ＥＣコンサルタント
の活用、③WEB物産展の開催

　富山ならではの旬の観光素材や旅行商品等の情報を発信することで、誘客拡
大を図るもの

地方創生交付金（国1/2）

データサイエンスを活用した誘客促進事業

　観光ＨＰ「とやま観光ナビ」について、魅力的・戦略的な情報発信により、
誘客回復、周遊促進、観光消費の増を図るため、内容等をリニューアル

地元で遊ぼう。とやま旅促進事業

　県民による県内観光を促進し、観光需要を下支えするとともに、県民による
観光の魅力発信を促進

県内着地型旅行商品の割引販売キャンペーン等を実施

地方創生臨時交付金（国10/10）

　立山～美女平間の次世代のアクセス手法の整備に向けて、立山黒部貫光㈱が
実施する基本計画の策定を支援

次世代のアクセス手法の基本計画等検討調査に要する経費の
2/3を補助

地方創生推進交付金（国1/2）

　大手通販サイトと連携し、県産品のEC販売プラットフォームを確立し広く
PR・販売するとともに、購入者に観光情報を提供し誘客につなげるもの

観光ＨＰ「とやま観光ナビ」のリニューアル

地方創生臨時交付金（国10/10）

県産品販売強化支援事業

旬のとやま旅発信事業

誘客回復に向けた観光情報サイトリニューアル事業

データサイエンスを通じたマーケティングプランの作成や
ターゲットを絞った戦略的なプロモーション

地方創生臨時交付金（国10/10）



拡 (観光振興室) 10,000

事業内容

財　　源

新 (観光振興室) 5,300

事業内容

財　　源

新 (観光振興室) 90,000

事業内容

財　　源

新 (観光振興室) 20,000

事業内容

財　　源

新 (観光振興室) 50,000

事業内容

財　　源

新 (観光振興室) 15,000

事業内容

財　　源

旅行商品の企画、マーケティング、販売体制構築等

一般財源

一般財源

　アフターコロナを見据えた地域の観光まちづくりの取組みと連携した廃屋等
の撤去について、国と一体となって支援

地方創生臨時交付金（国10/10）

地方創生臨時交付金（国10/10）

ホテル・旅館上質化等促進事業

地方創生推進交付金（国1/2）

黒部ルートを含む旅行商品企画運営事業

黒部ルート等インバウンド受入準備事業

観光庁の「既存観光拠点の再生・高付加価値化推進事業」
（国1/2）について、廃屋等の撤去に要する経費の1/6を上乗
せ補助

宿泊施設の上質化に要する経費の1/10を補助（上限2,500万
円）

①観光プロモーション等に要する経費の1/2を補助
②県民キャンペーンの３割引分の経費を補助　　等

地方創生臨時交付金（国10/10）

　アフター･ウィズコロナを見据え、旅行者の多様なニーズに対応するため、
県内の宿泊施設の上質化を支援

　令和６年度の黒部ルートの一般開放・旅行商品化に向けて、旅行商品の企画
運営業務を委託

「立山黒部」観光需要回復支援事業

　新型コロナの影響を受けた「立山黒部」の観光需要の回復に向け、立山黒部
貫光㈱や黒部峡谷鉄道㈱が実施する観光プロモーション等に対して支援

廃屋等撤去観光地景観改善支援事業

立山黒部アルペンルート滞在周遊促進等モデル実証事業

　美女平等における散策コースやアクティビティ、バス運行を組合せたモデル
コースの実証実験を行い、商品化・実用化に向け問題点を検証

①散策コースとバス運行のモデルコースの実証実験
②アクティビティ設置可能性の検証
③実務者会議の開催　等

　インバウンドの需要回復を見据え、令和６年度の黒部ルートの一般開放・旅
行商品化に向けたインバウンド受入の準備を実施

インバウンド受入環境調査、現地旅行会社への需要調査・PR
等



新 (観光振興室) 9,000

事業内容

財　　源

新 (観光振興室) 25,000

事業内容

財　　源

新 (観光振興室) 9,100

事業内容

財　　源

新 (観光振興室) 3,600

事業内容

財　　源

新 (観光振興室) 5,000

事業内容

財　　源

新 (観光振興室) 2,300

事業内容

財　　源

　オリパラ期間中に、多くの外国人旅行者が目にするメディアで富山県の観光
プロモーションを実施し、富山県の認知度向上及び誘客を推進

　「ミシュランガイド北陸　2021特別版」の出版にあわせ、富山県の食の魅力
を海外にPRし、本県の認知度向上及び海外富裕層の誘客を推進

現地調査、専門家ヒアリング・マーケティング、先進地視
察、セールス・プロモーション

地方創生推進交付金（国1/2）

ミシュランガイド活用欧米観光客誘致促進事業

地方創生臨時交付金（国10/10）

欧米豪バックカントリースキー調査・検討事業

外国人旅行者の安全確保に関するガイドライン策定事業

地方創生臨時交付金（国10/10）

地方創生臨時交付金（国10/10）

　白馬とのタイアップによる立山のバックカントリースキーの旅行商品化に向
けた調査・検討

東京オリンピック・パラリンピックを契機とした情報発信事業

地方創生推進交付金（国1/2）

「ミシュランガイド北陸　2021特別版」の英語版ウェブサイ
トの製作・発信

　災害等の発生時における外国人旅行者への対応についてのガイドラインを策
定し、県内の観光施設や宿泊施設等に周知

①AIチャットボットの導入、②利用促進PR、③データ収集・
分析

国際ニュースチャンネル「ＣＮＮｊ」を活用し、オリパラ期
間中に国内リゾートホテルで富山県ＣＭを放映

地方創生推進交付金（国1/2）

外国人向けAIチャットボット導入事業

　AIチャットボットを県下全域で導入し、非接触による観光情報提供、県内周
遊の促進、行動データの収集・分析を通じて誘客・消費を促進

観光事業者等へのヒアリング、検討会議の実施、セミナー・
ワークショップの開催

ツーリズムＥＸＰＯジャパン２０２１大阪出展事業

　世界最大級の観光イベント「ツーリズムＥＸＰＯジャパン」（開催地：大
阪）へ北陸３県が一体感のあるブースを出展し、北陸への旅行の商品化を推進
するとともに、本県はじめ北陸を周遊する観光の魅力を広くＰＲ

「ツーリズムＥＸＰＯジャパン２０２１大阪」への出展



(観光振興室) 7,200

事業内容

財　　源

(観光振興室) 25,380

事業内容

財　　源

拡 (観光振興室) 26,300

事業内容

財　　源

新 (観光振興室) 4,000

事業内容

財　　源

(観光振興室) 19,200

事業内容

財　　源

拡 (観光振興室) 5,980

事業内容

財　　源 地方創生推進交付金（国1/2）

地方創生推進交付金（国1/2）

ＡＮＡ連携東南アジアＦＩＴ誘客促進事業

富山湾岸サイクルツーリズム推進事業

　「富山湾岸サイクリング2021」の開催に加え、サイクリスト向けサービスの
提供のための整備を行う宿泊事業者への支援等を実施

①「富山湾岸サイクリング2021」の開催
②(新)施設整備に要した経費の1/2を補助（上限10万円）

　環水公園において四季折々のイベントを開催し、年間を通した賑わいを創出

学会等開催補助金

　県内での学会・大会・会議等の開催を支援

学会等の開催に対する経費を補助（補助対象：オンライン併
用開催も対象）

一般財源

富山県ロケーションオフィス設立10周年記念事業

地方創生臨時交付金（国10/10）

　ＡＮＡと連携し、富山-羽田便を活用した東南アジアからの誘客を推進

　東アジア、東南アジア、欧米豪市場において、国や近隣自治体と連携した観
光プロモーションを実施

環水公園賑わい創出事業

一般財源

　これまで撮影支援した作品の上映会の開催に合わせ、映画監督によるトーク
イベント等を実施

県内ロケ作品の監督等を招いての基調講演、トークセッショ
ンを開催

タイ・シンガポール・マレーシアを対象としたウェブ・SNS
広告配信

ビジット・トヤマ広域連携強化事業

メディア招聘、ウェブ広告、セミナー・商談会、記事広告等

①四季折々のイベントを開催
②イルミネーションの設置

地方創生推進交付金（国1/2）



(観光振興室) 4,000

事業内容

財　　源

新 (観光振興室) 4,000

事業内容

財　　源

拡 (観光振興室) 16,741

事業内容

財　　源

新 (観光振興室) 17,000

事業内容

財　　源

新 (情報政策課) 102,000

事業内容

財　　源

新 (自然保護課) 4,000

事業内容

財　　源

環日本海クルーズの推進

　船社幹部の招請や、船社・旅行会社への訪問セールスを実施するほか、国内
向けのプロモーション強化のため、県内観光地等の視察ツアー等を実施

①船社・旅行会社への訪問・招請活動
②船社・旅行会社向けの視察ツアーの実施（新規）

地方創生推進交付金（国1/2）

安全・安心なクルーズ客船の受入体制確保事業

　安全・安心な受入体制の確保のため、クルーズ客船寄港時の埠頭内の運営調
整、市町村が取り組む感染症対策等に要する経費への支援等を実施

地方創生臨時交付金（国10/10）

黒部ルート内及び周辺登山道の両方について携帯電話が利用
可能になる場所を選定し、携帯電話基地局を設置

携帯電話等エリア整備事業費補助金（国2/3）、事業者負担金

　令和６年度から一般開放される黒部ルートにおいて、安心・安全確保のため
登山道及び黒部ルート内の携帯電話利用のエリア化を実施

黒部ルート携帯電話エリア整備事業

「世界で最も美しい湾クラブ」イスラエル総会派遣事業

　湾クラブイスラエル総会に出席し、本県の魅力を発信するとともに、「富山
宣言」及び「アクションプラン」の効果的な実現に向けた働きかけを実施

地方創生推進交付金（国1/2）

「世界で最も美しい湾クラブ」ネットワーク活用・発信事業

地方創生推進交付金（国1/2）

　湾クラブのネットワークを活用した海外メディアの招請による魅力の発信及
び国内加盟湾と連携したＰＲ等の実施

湾クラブイスラエル総会への職員派遣

①クルーズ客船寄港時の埠頭内運営調整
②市町村の感染症対策等に要する経費の1/2を補助

　リモートワーク等の多様な働き方に対応するため、立山山麓家族旅行村にお
いてフリーWi-Fiを整備

立山山麓家族旅行村におけるフリーWi-Fiの整備

立山山麓ワーケーション環境整備事業

地方創生臨時交付金（国10/10)

招請した海外メディアや富山県総会参加者のＳＮＳ等により
富山湾を中心とした本県の魅力を発信

新



拡 (自然保護課) 134,000

事業内容

財　　源

新 (砂防課) 7,600

事業内容

財　　源

新 (砂防課) 2,000

事業内容

財　　源

新 (建築住宅課) 3,000

事業内容

財　　源

拡 (港湾課) 11,400

事業内容

財　　源

Ⅲ　サンドボックス枠（1.1億円）

立山カルデラ砂防体験学習会プログラム拡充強化事業

行政執行収入

①ビューポイント情報発信用のWebページ制作及び銘板設置
②ビューポイントからの眺望景観を保全する指針の策定

地方創生推進交付金（国1/2）

プレジャーボート対策事業（新湊地区不法係留対策）

　新湊地区における不法係留船解消に向け、不法船舶・係留施設を撤去

①不法係留船所有者への警告文書送付
②船舶及び係留施設の撤去、保管、処分

　立山カルデラ砂防体験学習会プログラムのコース拡充に向けた検証

モデルコースの検討・試行、解説員研修の実施　等

地方創生推進交付金（国1/2）

「とやまビューポイント」普及啓発事業

　優れた景観を眺望できる指定地点「とやまビューポイント」の利用促進に向
けた情報発信及び眺望景観保全の推進

Tateyama　SABO国際的認知向上事業

　国際防災学会での立山砂防の研究・調査結果の発表

インタープリベント2021（ノルウェー）への職員派遣及び
2022への投稿論文作成

地方創生推進交付金（国1/2）

自然環境整備交付金等(国1/2)　等

弥陀ヶ原園地木道等改修、称名平公衆便所改修 、猿飛峡遊
歩道落石防護対策、折立太郎山線等の歩道改修を実施

自然公園の整備【一部補正】

　国立公園利用者の安全性・快適性に寄与した施設整備を実施

　現場の視点・アイディアを活かし、新たな課題に迅速・果敢に対応するもの
（各部局1,000万円）

k



Ⅳ　公共事業・主要県単独事業

〇一般公共事業、直轄公共事業、災害公共事業

（令和２年度２月補正予算額等を加えた14ヶ月予算ベース）

（単位：百万円）

うち国土強
靱化5か年加
速化対策事
業

道 路 橋 り ょ う 21,243 3,643 17,924 国道415号富山東バイパス（富山）ほか

河 川 6,273 3,398 5,532 河川改修（地久子川 ほか）

海 岸 1,011 150 1,015
富山海岸の侵食対策
魚津港海岸の侵食対策

砂 防 5,913 1,615 6,189 砂防関係施設整備（西上谷 ほか）

港 湾 1,546 156 1,724
(臨)伏木外港1号線改良
魚津港の老朽化対策ほか

空 港 3 0 289 滑走路舗装改良

都 市 計 画 5,230 380 6,858 富山駅付近連続立体交差事業等

住 宅 239 0 239 県営住宅の長寿命化対策等

土 地 改 良 17,893 2,892 17,826
農業水利施設、ため池等の防災・減
災対策（庄川左岸三期地区ほか）等

農 村 振 興 1,919 0 1,909 地域の共同活動への支援

造 林 430 22 428
流域治水の推進等のための間伐等森
林整備

林 道 1,554 18 1,549
団体営林道の整備（坪野虎谷線ほ
か）

治 山 3,092 1,094 3,059
山腹崩壊の復旧（南砺市干谷川ほ
か）

漁 港 1,077 256 1,009 漁港施設の機能強化、老朽化対策等

67,423 13,624 65,550

土 木 15,608 4,544 14,846
国道8号、伏木富山港、神通川、利
賀ダム、立山砂防等

農 林 1,239 28 1,410 荒廃渓流の復旧(富山市有峰）

16,847 4,572 16,256

土 木 施 設 災 害 復 旧 3,135 0 3,135

農林水産業施設災害復旧 1,491 0 1,491

4,626 0 4,626

88,896 18,196 86,432

※令和２年度２月補正額は臨時会分を含む

災 害 公 共 計

合　　　　　　計

区　　　　分

３　年　度
見　積　額

２　年　度
当初予算額

事業内容

一 般 公 共 計

直 轄 公 共 計

2年度1月補正、

2月補正を含む

元年度2月補
正



〇主要県単独事業

（令和２年度２月補正予算額等を加えた14ヶ月予算ベース）

（単位：百万円）

道路橋りょう整備費 8,138 7,196 通学路における歩道の整備等

災 害 防 除 費 203 203 道路の落石、法面対策等

雪 寒 対 策 施 設 費 1,000 896 消雪施設の新設、修繕等

河 川 海 岸 整 備 費 1,247 1,270 河川護岸の修繕、浚渫・伐木等

都 市 計 画 整 備 費 793 793
公園施設の改修（総合運動公園ほ
か）等

港 湾 整 備 費 712 673 港湾施設の補修等

空 港 整 備 費 169 270 空港施設の改修及び調査等

砂 防 施 設 整 備 費 388 399 砂防関係施設の維持、修繕等

土　木　部　計 12,650 11,700

農業農村整備事業費 545 475 老朽化した農業用用排水路の改修等

森 林 整 備 事 業 費 208 208
保育間伐等、雪害により被害を受け
た森林の整備

治 山 事 業 費 382 352 荒廃山地の復旧

林 道 整 備 事 業 費 65 65 林道の改修

農林水産部　計 1,200 1,100

600 550 県有施設の改修工事等

1,200 1,320 県立学校の改修工事等

200 200 県有文化施設の改修工事等

250 250 県有スポーツ施設の改修工事等

650 680 県有施設の防災対策工事等

16,750 15,800

1,100 1,100 県単独事業に係る用地先行取得事業

17,850 16,900

※令和２年度２月補正額は当初同時提案分のほか臨時会提案分を含む

総　　　　　　　　　計

県 有 施 設 改 修
費

県 立 学 校 施 設 修 繕
費

文 化 施 設 修 繕 費

ス ポ ー ツ 施 設 修 繕 費

緊 急 防 災 分

合　　　　　　　　　計

県単独公共用地特別先行
取 得 事 業 費

区　　　　分

３　年　度
見　積　額

２　年　度
当初予算額

事業内容
2年度1月補正、

2月補正を含む※

元年度2月補正
を含む


